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ハンガリー経済改革10年の道程

はじめに

I 経済改本後の政治・経済動 lr•J

日 経尚改・'t"-1）氏の改革lO'<i-11'.I！総括

お i) i) ＇：一一今後の諜版

はじめに

1968年にノ、ンガリーに新経済管理メカニズムが

導入されて10年聞が経過した。 10年自の今日の時

点に立って評価するならば，この新経済メカニズ

ムが基本的にはその有効性を実証したとみなさ

れ，ノ、〉カ 1）一国民経済のrpに定着したのは疑い

えない二とである。しかし過去10年聞におけるそ

の歩みは，決して平担なものではなかった（また

今後とも必ずしも平坦ではないであろう）。それどころ

か，比較的短いこの期間に生起した諸国難は，現

代社会主義経済における歴史的実験としての性格

を帯びつつようやくその第一歩を踏み出したこの

新経済メりニプムにとぺては，場合によってはそ

の存立をも脅かしかねなL、位に厳しいものであっ

たとすらいえる。

困難は種々の方向から発生した。まず第1に，

社会主義陣営内部の他の「兄弟諸国jのこの実験を

見る自伝決して暖かいものではなかった。無論，公

然とした攻撃が行なわれたわけではない。しかし

68年に，ほとんど同一内容の経済改革をめぎした

チェコスロヴァキアの運動が， 50年代の政治粛清

に対する復権運動ともからみ尖鋭化したために，

ワルシャワ条約機構軍によって圧殺され，その政
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治的指導部を失い，やがては経済改革そのものが

流産していったことにも示されるごとく，ハンガ

lJーの経済改革は， 「兄弟諸国jの疑惑のまなざ

しを気にしながら進められざるを得なかったので

ある。

第21こ，ハンガリ一国内にも経済改革に反対す

る勢力がかなり広範に存在したことが指摘されね

ばならない。この場合も事情は複雑であって，改

革派に関する限りその多くは公けに見解を表明し

ているが，反改革派の場合は，隠然とした形で影

響力を行使していた。これは反改革派の主力が党，

国家機関の官僚層内部にあったとおもわれる点に

よゥて説明されるだろう。いずれにせよ，経済改

革の途上に生起する諸困難は，容易に園内の反改

革派の攻撃を招き，後退を引き起ミしえたのであ

る。

第3に，改革派の経験不足があげられる。周知

のごとくハンガリーの新経済管理メカニズムは，

通例「誘導市場型モデル」とよばれるところの市場

を媒介とする間接的コントロールをその基本的特

質としており，中央管理諸機関の直接的指令の役

割は，大幅に制約されている。したがってこのメ

カニズムを首尾よく機能させるには，中央管盟諸

機闘が，国民経済ならびに世界経済の現状と発展

方向，および企業の行動様式等を正確に把握する

必要がある。つまり中央管理諸機関には，旧管理

メカニズムの時期におけるよりもはるかに高度な
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管理能力が要求されるのである。ととろがこうし

た能力は，試行錯誤の中で徐々に形成されうるも

のであって，約30年聞にわたる中央集権的指令型

管理』カニズムの直後に司ただちにかかる高度な

管理能力を期待するのは，およそ非現実的である

と言わなければならないであろう。だが内外の反

対勢力の存在を前提とした場合，改革派の経験不

足は，容易につまずきの糠泉となりえた。

特に68年経済改革は，多くの点で妥協の産物で

あづて改革派の構想、が全国的に実現されたわけで

はなかった。したがって新経済£カ二ズム内部に

は，種々の首尾一貫性の欠如が避けえなかったの

であって，これは，過渡的にせ工諸矛盾の尖鋭化

を惹起せざるをえなかったのは当然であった。し

かしこれらの諸矛盾は，容易に経済改革の責任と

されえたのである。

最後に，経済改革が直面した諸困難は，これが

作動した媒体＝国民経済，世界経済カ2過去10年問

にきわめて急激に変化したことに

められr乙。その最たる4》のが， 1973～74年のオイ

ル・ショックであったことはいろまでもない。国

民所得の約半分が輸出を通じて実現されているハ

ンガリー経済は，本質的に開放経済であって，世

界経済の変化が，きわめて敏感に国内経済に影響

する。こうした経済体質に加え，突然資源に乏し

いハンガリーは，オイル・ショ、ゾグの最大の被害

国であった。ところで経済環境の激変は，資本主

義においですら多くの場合非市場的手段の適用を

必要とする。ましてや経済の計画的運営を根本原

理とするハンガリー経済が，オイル・ショックを

契機とした経済環境の激変に一時的にせよ一連の

中央集権的，非市場的諸手段の適用拡大を以って

応えざるをえなかったのは当然であろう。だが，

かかる事態が，反改革派を元気づけたであろうこ

ヰ4

とは想像するに難くない。

以上に述べた諸困難にもかかわらず，少なくと

も現時点で見るかぎり改革派は勝利をおさめたと

見ることができる。かかる背景を踏まえつ－）本稿

は，以下に述べるこつの検討課題に取り組む。第

1の課題は，改革実施後の政治経済動向を概観す

るこ二とである。これによってわれわれは改第10年

の視雑な粁余曲折および政治と経済の相五関連を

把損することになろう。第2の課題は改革10年目

に当って改革派が過去10年間の経験をどう総括し

ているのかを主要指導者の最近の意見表明を通じ

て整理することである。こうしてわれわれは，経

済改革の今後を占なう手がかりをつかむことがで

きるに違いない。

I 経済改革後の政治・経済動向

1. 順調な滑り出し

経済改革実施後の経済発展は，順調な滑り出し

を見せた。社会的総生産の成長率は， 1961～67年

平均の5.3%に対し， 1968年～69平均は5.9%であ

り， 個人消費の伸び率もまた，前者の4.0%に対

し，後者は， 5.1%といずれも経済改革前のテン

ポを上回った。かかる背景をもとに経済改革後最

初に行なわれた第10回ハンガリ一社会主義労働者

党大会（1970年11月〕は，経済改革の結果に対し肯

定的な評価を明らかにした。まず大会代議員用の

中央委員会予備報告の中からいくつかの引用を行

なうことにしよう。

「過去3年間に，国民経済計闘で予定された指標の

多くについては，前期よりもはるかに計画に近い遂行

が実現された。中央計画とならんで企業計画もまた発

展した。企業は一一従来の一面的な量的視点に対し

一一収益性，経済性を前面に据え，また消費者の要求

tこ生産を従属させるようになっているJ（注 1）。

［経済改革の基本原員ljを理解するなかで，党員のほ
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とんど全員および世論の大多数が，これらの基本原則

を支持した。しかし承認と賛意は，全面的であったわ

けではない。凶内にも，判外にもわれわれの新いぜ、試

みの正しさがはたして実証されるのかどうかについ℃

懸念するような率直な友人たちが存在してし、た。本f獄、

修11：主義者たちは，これ仁よ Jてわが同の体制が池殺

することを期待したし，セクト主義者，教条主義者逮

は，こうしたことが発生するであろうと予言した。ま

たわれわれの敵は一一一秩！引畳孔の意間企もって

（改革が〉資本i義的市場経済へ向かつての第 Jじで

あると諮った。だが事実は，何を証言しているか。

中央委員会i土，大会にけし τ 経済改革の導入が；lU，し

なく実現され，その基本原則の正し主がJ正明されたこ

と．また新経済管理制度が有効に機能してνるという

ことを報告することができるの改革の：1年間に干上主上

義的生花諸関係；土層強イヒされた。まだけ会主義的バ

画運営は，より高い水準に高められ，生産はより計図

的となりた＂ c'r ，~c:1土，従来以上に，全人民的利益予集

団ri'.1利益，個人的不l益のい時的かっ適切な実現合より

よく保障している。

経常の安定什；土強化され，桁導者のti任感は高士っ

たっ tり効率11'.Jな経営によフて，生砕と諸必要のr:',jの

調和は一層促進された。こうしたこと全てが，生産増

大以r.u）テンポで心販売とl.再l＼＇；所得の増大を 1可能にし
たのである。 l司氏経済的ノミランスも安定化した。資め

は発展し，国際的契約に基づく義務をわれわれは滞り

なく果危して会ている。」［注2）（下線は原文）

大会ではまたラ台時まど根強か／，た反改革派に

対する一連の反論さえも行なわれた。カーダーノレ・

ヤーノシュ（KcidarJanos）党第一書記は，その中

央委員会報告の中で次のように語っているのであ

る。

「t,ポ国経済生活におU、て差し当り未解決であった

り，または適切に解決されたとはいえないような諸問

題を社会主義制度，あるヤは一一最近についてνえば
一一経済管理改革のせいにしようとする人びとが存在

している。こうした態度，あるいは諸問題に対するこ

うした許イ匝のやり力は，よくて諸関連に対する無知，悪

質な場合につャていうならば敵対的志図に基づく中傷

である。社会主義はいずれの点においても，すなわち

物質的にも国家と人民を向上させた。改革については

ハンガ担ー経済改革10｛ドの道程

中央委員会は，これがより良くかつより効率的な経済

活動のための手段にすぎないと強調してきた。つまり

これはそれ自体ではわれわれの諸課題を解決しうるも

のではないが，しかしそれらの課題をよりよくかっ速

かに解決ずることを促進するのである。とはいえこの

ことは決Lてちっぽけなことではないのだ。中央委員

公は今， 3年間の経験に基づき正二の手段が一一むろん

われわれは今ようやくその扱い方を学びつつあるとこ

ろであり，少なからず改詳の余地もあるのではあるが

ーすでにして有効であり，経済的諸課題の解決と社

会主義的獲得目標の実現において党と人民を助けてい

る土いうことを明言することができる。

もちろん，改革つ主り経済管理のために作成され導

入された新しい諸方式の下で，わが国国民経済の中に

kくからあった諸問題点が，従来見えていた以上に鮮

！”に現われてきたとL、う特殊な状況が存在することは

たしかである。すなわちいまわれわれが経済活動にお

Lぺ何か間違いを犯T"l'.，それは，国家的レペルにせ

上，現場レベノレにせよ，ただちにそして多くの場合き

わめて不愉快な形で表現されるようになっている。だ

がわれわれは，これをして改革の否定的側衡とは見て

L、なU、。そう？はなくむしろく改革の〉長所として，

われわれの活動の援助者として捉えているのである。」

（注3)（下線は原文〕

2. 最初の困難

だが第10同党大会において改革派の「勝利賀言J

がなされていたまさにその時期に，最初の試練が

準備されつつあった。第1の困難は，改革実施後

急速に拡大しつつあった投資活動方；1970～71年に

かけて過熱現象を見せ始めたことであり，第2の

国難は，階級〈層〉間の個人所得形成が不均等化

し，労働者階級にとって不利になり始めたことで

あった。

まず投資活動について見るならば， 1968～71年

聞の当年度価格表示による社会主義セクターの粗

固定資本形成は以下のとおりであった。

1968年 560億フゥリント (100) 

1969年 755億フォリント (135〕

Zラ
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館1；表同内生産と支出の主要 3者連関
(J[i位： IO億フォリント， 1968年不変価格換算〕

a C口 a-b I d I e=c十d I £=~,~ 
年次 国内総生産 国内貯蓄 l 対外収支｜総蓄積i a,a 

一一一 I·~·一一 __.J一理蓄璽；＇fi（＇；並
1 9 6 8 
l 9 6 9 
1リ 7() 
1什 71 

195.8 
205.8 
222.5 
23/i.8 

84.8 I + 2.2 I 87.0 I 30.8 
94.1 I - 6.9 I 87.2 I 29.8 
'H.4 I + 9.4 I 100.8 I 31.2 
98.7 l 十22.7＿」 121.4 I 33.9 

（出所〉 Nyilas Andras, A nepgazdawl可斤,jlodhe1968-1974 kii.zott, Ko，咽uthKt1nyvkiad6, 1974, 60. old 

（注） ＋は輸入超過 ーは輸／！＼超過

1970年 895億フォ 1）ント (160) 

1971年 1007億フホリント (180) 

I二に見られるゴとくす孔回定資本形成は急速なテン

ポで拡大していった（もっともその鋼大テンポは徐

に々緩十日化しつつにまあったのだがλ も、hろん投資量：

の増大は，園内での投資財源の形成と歩調を合わ

せてU、たのであれば問題はなかった。だがこの点

での状況は1970～71年間に著しく悪化したのであ

る。 '?i''il i表は，1968～71年間におけるltl内総竺葎，

閣内総消費，同内貯蓄、対外収支，総替積の動向

吉示したものである。ことかム明らかなごとくこ

の間l士、国内総消費比国内総生産を臼百iる午シポ

で増大した。かくて国内貯蓄は相対的に緩慢にし

が増大しなかぺたのであるが，その一方で総蓄積

（粗固定資本形成＋在庫増）がきわめて急激に拡大

したために， 1970～71年の両年には対外収支が著

しく悪化したのである。つまり投資活動の過熱化

は，対外収支の悪化に集中的にシワ寄せされてき

たのであった。 1970～71年間の投資の過熱化は，

tFl蓄積ポの急激な上昇に明瞭に示されている

（第1表を参照〉。

個人所得形成における階級（層〕間不均等発展

は，主として労働者階級と農民階殺の滑に発生し

た。 1967～71年にかけて農民階級（二重所得層も含

たうの個人所得ft，全国平均を大き〈上回るテン

ポで増大したのである。その状況は第2表に見る

26 

;m 2表主要社会階級〈層〉の実質所得の形成
I ー← 正ース逗ー－一一

年次「ζ整麗静博一一~実釦喧恐L分所得三
1向J1*およυl良氏お正否＇J1牛何よυ震氏

一一千-1積埜21働者二重所得層i精神労働者二重町空運
I 対前年増加率 I 

1 9 6 7 I 106 I 109 I 106 I 109 
19681 105 I 108 I 106 I Hl8 

1 9 6 9 I 107 I 105 I 107 I 105 
1 9 7 o I 107 I 109 ¥ 107 I 109 
1 9 7 1 I 104 I 106 ¥ 104 I W7 

4引 m I 152 1 川 I 154 

（出所〉 KSH, Statiszれ克aiEvkony円 1971,353. 
old 

（注） 実質個人可処分所得：賃金（労働報酬）十何人
に給付される社会的給付
実質総所得：実質個人可処分所得4会共サ＿，プィ
スとして給付される社会的給付
二重所得層：同一家計に農民と労働者が含まれる
家族

ことができる。

すなわち1967年を例外として農民階級の l人当

たり所得の伸び率は実質総所得についても，実質

個人可処分所得についても，いずれも労働者階級

のそれをはるかに上回っていた。だが個人所得に

おけるこの「不均等発展Jは，実は歴史的に存在

した労農問所得格差の縮小過程であったことを忘

れるべきではない。労農両階級の個人所得は，上

記の不均等発展のおかげで上うやく 1970年にほぼ

同一水準に到達したのである。第3表はそのこと

をよく示している。

さらにつけ加えるならば，農民階級の所得には，
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'.fl; 3表社会階級（たわりlji人：＇＇：り 11n印刷！？弘
(1070'¥) (tjl_{,'f つォ 1）ント）

何人11J0.1 公共サーヴィ λ｜
明r1号 的f士会ff'）%台千tI ：，念所 i与

精肉dヰマ神体ワ労；伺働j者者r-. 
16,950 2,547 19,497 
22,640 3,56'.l 26,2o:l 
17,602 l ,862 l'J,464 

一可自令色金積’；：t所生業得活民ニ許(f 
18,4:l:l 1,8:ili '.!ll,28'1 
1リ，502 立，15叶 21パi(il
12,548 2,8():{ 15,351 

全住民｜ 17,953 2,541 20,494 

UM所） KS} I, Statiぽ tikaiE,•kony'I', 197!, ;{!)7 
。ld.

副業的小農業経営からえられた所得も合まれてし、

る。こうした小経営に起源寸る所得，1,1970年につ

いて見れば，協同組・（＼－農民山場｛；－，総所得の：m%,

二毛所得！？？で ＇.！3＇；｛， を占めてL、た。.n .1 yまた労働者

階級においては l日の労働時間は約時間である

が，協同組合良民におL、ては10時間である 0 したが

って賃平に関して見る限り t·~民階級は依然どして

労（勤者階級上 t）不利な立場におかれてし、たc

いずれにせよj：に見た上うな同氏経済的アンメ

ランスとf同人pffj専問「7＞ノ〈ラ〉ス；に加え二の

時期にはう労働生産性上昇チン clミ( l人＇＇＇1IJ生時j円

相〕の停滞，労働力記要の急激なとJ／.，労働力干名

苦手jの激化，労働規律の弛緩，生産性を上回る賃金

水準のと昇とい／〉た合理的労働一力利用に逆行する

ような諾現象も顕在化してきたClt5＼もっとも上

記の諸現象のうち労働生産性の問題は，この時期

にi圏48時間労働制が週44時間労働市iに移行したこ

と（工業お主び建設業〕が主たる原因であったし，

労働力需要の急増についてもちょうどこの時期に

戦後のベビーブームによる一時的な労働力供給の

増加があり 1961～67年間の総計14万1200人つ

まり年平均 2万200人の就業者増に対し， 1968～ 

71年間には実に27万2000人（年平均6万則的人〕も

の就業者増があったー一一時的にせ上ヱクステン

ハ γ JiI)ーn1,f.:,tx千JOイrの：.＂（＋＇，＇

シフ・＇t:c，すなわち外延的，量的拡大を中心とすら

発展戦略への後退が必要となったという存観的事

情があったのである。 一方その他の諸現象は，改

革後の「好況jに伴うやむをえざる諸現象といり

fWlifriも有して¥r‘f土のではあるが，、号時の所得・n
<i'iJ弘司jl］方式が必－rL も千1ザカではなか•）たといろ ,i,\

も否定できなかった。

だが二うした諸問題の発生を背景として反改本

派の攻撃が開始されるに至った。その影響はすで

に1972年11月の党中央委員会総会に現われてい

るつたとえばこの総会においてカーダールは総会

結請の中で次のごとく述べているのであるの

「われわれは i告にな（て経済管理制度を作り出し

/: L, 存店になって主主百号した。さらに程、はあえて三う

が時がとしてわれわれこのホールにいる人たちだけが作

成f,なのではなく，同内の数；j，数十万の人びともす：

／τfh'x:rtーなのだのわれわれは 絡になってやってき1:

l句そうや.，たことは正LL、ことであった。だがこの

？？月！メかニずムは，系統的かっh常的にe<z：汽ーさせかJ》
発民させ宅全にしなければなれないものであるめつct:

り:,f,:!f三を守りかっ強化しつJト」屑みがき企かけなけれ

ばならないの

一！芝ならずわれわれは改革に関するヅロパザンノ／に

ついて詰っているのこうしてわれわれはこのプロパガ

ンダが当初必ずしもうまく成功しなかったと判断L

た。 11＇.｛まりの J部は‘すでに克服され，今日で、はわれ

われはメカユズムの社会主義的訪特貨を正しくl取りトー

げる上うになってし、る。したがってもL現在， 式カ二三

ズ、ムの似々の構成要素について論争するごどがあって

も，われわれはそれに対し正しい凶符を与えるととが

できるのだが国家的思い上りに対しては慎重でなけれ

ばならないのわれわれは権力を強化L，農業の社会主

義的再編成に成功L，そLてまた改革一一党の1956年

以降における 3番Hの長大の試みも やiじく成功し

た上うに見える。だが三の間に，ソ連， ドイツ氏主共

和国およびその他の社会主義諸国もまた，わが国とは

iな〉た経済行理！］ff;i］）立があるにιかかわらず，急速に
発！式Lたというこ Eを忘れてはなんない。

主rrr.t済メカニズムi士，わが国におL、てはかつてのそ
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れ上りも上り良くかっ上：J効率的であるの経済活動に

おい Cわれわれが現在よりよい状記にあり， 1lcifi水準

も［・昇してL、る己L、うのも，大さくそれによ r fてし、るつ

しカミしこれなしでも，われわれは死滅することはなか

寸ただろろ。他の・n；理制度の下で生きることのできる
社会三~.~を諸同もずdr し亡いるのたのしたが〆｝て他人に
説教するのはやめ上うではなィ、か。ジ γFナリて、i、t〉
,tf :' ｝）にil.GLて；王L

口、1；♂〕引用カミ「》もi川C1カ、なごとく，党中央委員

会は，改革のIF.当性を擁護する立場になちつつι，
改革の可初の実践に弱点があ－－，たEいろごとを認

め、さじには改革賛美のキヤ〉ぺ－＞に対する引

き締めの方向を明瞭に示していたのであるぺもっ

ともこの時期に改革派の指導力が大きく依下して

いたどは見られない。なぜなら1972年には改革の

理念を体現した経済計両法（1972年第7＼｝法律）も

制定されているかんであるハ

3. 反改革派の攻撃

どが反改革派の攻撃はその後ι強めム;JtてL、っ
た。むろんその具体的経過は明瞭ではないが。攻

全身、は197,1年＇3月のtliJ: t't中央委員会総会において

頂点に達したのこの拡大中央委総会におし、て改

革派の主要指導者であぺたニェル乙ュ・レジョー

(Nyers Rez川）が，党書記の職務を解かれたのを

初め，同ヒく改革派のフェへール・弓ヨシュ

(Feher Lajoのが副首相の職を解カ‘~1 年金送りとな

ったのであるの代わ－，て反改革派左 Jわれるネー

メト・カーロイ（；＼＇emethK五roly）前ブゲベシュト

党委員会第ー書記が中央委党書記に就き経済政策

を担当することとなった。もっともこの拡大中央

委員会総会に閉する公報（Kozlem台1y)j土，この会

議が経済政策に聞するきわめて重大な変更を含ん

でいたはずであるにもかかわらず，経済政策一般

の基本方針については，はなはだ簡単で抽象的な

表現しかー与えていなL、。それにもかかわらず，こ

28 

の公報に合まれる文章は，改革派が明らかに後遺

したことを暗示している。すなわち経済政策に関

する公報の文章は以下のとおりであったむ 「経済

政策においては，党は国民経済の計画的でノξラン

スのとれた発展と人民ーの空活水準の生産的労働の

成果iこ相応した系統的引き Eげをひきつづき進め

る今党は，今後とも社会主義的農業における獲得

物の強化と一層の発展を重要な課題とみなすc 経

済生活の管理における実証済みの制度を強化し一

回完全なものにするJIU)（傍／U土引用者）。すなわ

九傍点部分かおも推測されるごとく，ここでは「経

済改革！ ξいうこうした性格のドキュメントであ

れば通例用いムれるはずの枕言葉が使用されてい

ないのであるのいったい， 「経済生活の管理にお

ける実証済みの制度jとは何をさしているのか。

むろん当時の制度つまり新経済メカニズムではあ

んう。だがそれならばなぜこの用語を用いなヤの

か。明らかにこの中途半端な表現は，反改革派と

改革派の力関係におけるある種の均衡状態を示し

ていたと言わなければならない。だが力関係のダ

イナミズムが，当時確実に反改革派に有利に展開

しつつあったのは疑いの余地がなかった。

公報はまた，反改革派が，経済改革実施直後に

現われた前述の労働者階級にとって相対的に不利

な個人所得の動向を最大限に利用したことを示唆

している。すなわちとの公報では， 「労働者階級

の状態についてjと題する特別の一項が設けられ

ており，改革派指導者の更迭があたかもこれと関

連しているかのごとく表現されているからでま

る。この項巨はピスク・ベーラ（Biszku民 la）の

報告という形をとっている。そこでビスクの報告

の中からいくつか興味深い部分を紹介するこ ξに

しよう。

「中央委員会は，労働脊階級の指導的役割の強化お
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上ひ（労働芦階級の）状態、の 溺のは；，干にri1する1Ji:I

全採択したハ 0 ・・（中路）.. 

党l土，労働，ri－階級の状態とその生活環境にけする紋

わ川j純弘諸変化の系統的検，H，それ，，かん必要な）J;(

(li](t(J、政治的諸結論をひき！日すことをi'Iじの義務であ

るとみなしているの最近では，第10ドi党大会と1972年

l 1月14～15n d〕中央委員会総会が:tk！兄の概観と諸課題
の設定を行な－，たn これらの捻f置は効果的であり，そ

の結果は良好であった。 （中断〕

過去lS年に全ての勤労者階級ξ階隔の生活水準が系

統的に上昇Lたにつし、ては、わが同社会において数的

に最大の階級である労働者階級の責任と不服,rt‘おと

び国民所得に対すろ｛皮等の最大の貢献が大ぎな役｝；，J全

県たした0 I_たが J ' C労働者階級の生活環境もまた系

統的にi ,'~ ＼れるとLう三とが干士会令体の利益であ

11，われわれのlifi進における重要な担保なの δある。

かくて中央委員会は，，'i；’傾11'；階級の生活水準のじ文科会
，＿つために，与14次5カ年；；［－jJ_l1iで指示された；；苦呂際を達

成する工ろ拾慢しなければなじないと問主化したc

中央委員会は，労働者階級の最も煉同な校が大工務J

’j；働背であるとし、うことを特に強調したに党は，大工場

労働すの状態を段階（I~かっ系統的に改告す〈〉には， Iii

,Jとi計除問が，調和のとれた8照的-tl¥置そ講じかっこれ
に特別の関心を払う必要がある左考えてャる。.I＇注 8、

以とのごとく民改革派は，都市労働者の間に根

強く存在する反農民感情f注 9)（もちろん，報告の中

には農民に汁する特別の~‘及l土な、、が）を巧みに利用

する一方、特に大企業労働者ーを味方にひき入れる

二とを狙〆〉ていたのである もむろん，改革派が

労働者階級を軽視していたとするならば，それは

明らかに中傷であろうっただ改革派が一般的に·t~

j て，ハンゲ ！） ー農業の国際競争力円相対的強さ

ゆえに，農業の特に急速な発展に支持金与えてい

るのは事実である勺

4. 新たな経済的困難の発生

反改革派の攻勢を一時的にせよ一一層有利にした

のが『 1973年の秋かじ1971,r-にかけて発牛ーしたオ

イノレ・シヨノケとこれを契機としたところの位界

、ンガリー経｛斉i設午1()｛干しり！包千＇i
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市場における価格構造の激変であった。この価格

構造の変化はハンガ 1）一国民経済にとって著しく

不利なものであったからである。ここで経済改革

後の輸出入価格の動向を少し見ておこう。第4表

は，1973年までの輸出入価格の変動を示している。

この去によればハンガリー貿易の交易条件は，

1968～73年間にはほとんど変化がなくこの期間を

全体として見れば若干ながら有利に展開してい

た。この結果ニラシュ・アンドラーシュ（Nyilas

Andras）によれば， この間に全体として約25億フ

ォリントの「為替差益jが発生していたとされる

位 10：。しかるに1974～75年間に状況は一変してし

まった。ガドー・オットー（Gad6Ottめによれば，

1971～75年間に， ドル建ての輸入品価格は約70%

も上昇したにもかかわらず，輸出品価格の上昇率

は約40%にすぎなかったのであるO ルーブル建て

の価格関係もまた， ドFレ建てほどではなかったが

ハンガリーにとって不利であって輸入品価格の t

昇率が22～23%であったのに対し輪出品価格の

それは14～15%にすぎなかった叫11)0 この交易条

付ーの悪化がハンガリー経済にとって莫大な［為替

差損jを意味したことはいうまでもない。再びニラ

シュによれば， 1974年には73年に対し68年価格表

示で254億ブオリントの¥El内総生産の増加（始、1if

年増加ヰ三6.7%）があったが，この間の「為替差損j

29 
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は約150億プオリントであって閑内総生産増加l分

の実に59%が交易条件の悪化によって失われてし

まったのである。 また 1972～73年問の投資抑制

し

23G (!!5:フオリントの貿易黒字が発生したはずであ

たJ しかるに1974年の価格m尖でその大部分が
帳消しになった上， 1975年もひきつづく交易条件

悪化の結果，対外収支は構造的な赤字体質に転涼

してしまった。こうしてこの時以降，ハンガリー

は慢性的な対外累積債務に苦しめられることにな

－－，たのである。

以土のような世界市場における価格構造の変北

は，ハンガリー経済にど djて中長期的には，本質

的課題として国際競争力の強化を事！！とする産業構

造再編成の強化を提起するものであったが，しか

し当箇のところは価格変動の国内経済への波及を

遮断することを必要ならしめた。こうして1974年

には世界市場価格の変動は，悶内価格に全く反映

されなかった。ょうやく 1975年から漸次国内価格

への波及が開始されたにすぎたし、がもちろんこう

した措置は，改革派，反改本j取のL、ずれの立場に

立つにせよ「緊急避難Jとして必要であったはず

である。だがこの緊急措置以降をどうするかは意

見の分かれるところである。改革派の構想、では，

価格の誘導的役割に大きな力点がおかれる。した

がっーて対外的経済環境が悪化すればするほど，世

界市場価格の国内価格への反映を通じた産業構造

内編成の推進，基礎資材の節約等，要するに国民

経済的効率向上の必要性がますます強くなったと

把櫨される。だが経済環境の悪化は，他方では，

世界経済と国内経済の遮断を，つまり国内経済の

「温室経済化」を望む要求をも強めることになる。

三の後者が反改革派を一時的に強化したことは明

らかであった。

30 

1974年3月の党拡大中央委以降の動きは，反改

革派の攻勢がその後も強まっていったことを示し

ている。すなわち第11回党大会は（1975年3月），

ニェルシュ・レジョー（NyersRezsi¥），プエヘール・

ラヨシュ（Feh品rLajos），カーノレライ・ジュラ（Kallai

Gyul8），ゴモーチン・ゾルターン（KomocsinZoltaめ

を党政治んlUの職からはずしかj）ってラーザー

ノレ・ジヨ fレジュ（LazarGyorgy), モローティ・ラ

ースロー（Mar6thyLaszl6），オーヴァーリ・ミクロ

ーシュ（6variMikl6s），シャノレローシュ・イシュト

ヴγーン（Sarl6s Istvan）を政治局に迎え入れたの

である。党中央委書記につヤては，コモーチンが

更迭され，代わってジェネシュ・アンドラーシュ

(Gyenes Anclras）がこの職に就いた。つづし、て1975

年5月15日の党中央委では，改革派のフォック・イ

エネョー（FockJeno）が首相を退き，ラーザーノレ・

ジョルジュ前全国計画庁長官がとれにとってか

わった。またフサール・イシュトヴァーン（Husza
r 

fstvim〕／，＼1］首祁が全国計画庁長官に任命された。新

しくポストきとえた人びとがすべて反改革派とはい

えまいが（少なくとも筆者は正確に判断しうる材料を

もっていない〉少なくとも改革派の主要指導者が重

要ポストからはずされたことは確かであった。

1975年にはティマール・マーチャーシュ（Timar

Matyas）ハンガリー中央銀行総裁もまた副首相の

座を迫わflノており，これもまた改革派排除の一環

であったと見てよいであろう。

改革派後退の中で開かれた第11回党大会では，

経済管理制度について1974年党拡大中央委員会総

会と同様再び妥協的表現がとられつつも，明らか

に中央集権化志向の傾向が現われてきた。党中央

委員会報告のこの問題に対する部分は，以下のと

おりであった。

「；！,;!LJ，れの経済活動を発展させる上での重要な条
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件はあらゆるレベルにおいて経済管組を一層改善する

ことである。 7年以上にわたる経験は，経済管理制度

の一層の発展が正しくかっ必要であ。たということを

証明している。構想された主要目標は実現された。す

なわちわが国の社会主義和伎は一層強化され，わが国

における社会主義社会の建設は加速化された。社会主

義的所if諸関係と生産諸カ；土一，再発民L，社会主義企

業のr'l:,L性は増大した。またわがi烹絞決における計画

叶iJ改返され，社会主義的計画経済の近代的諸方法は

一層発展した。

だがすでに第10回党大会でも，企業の自立性拡大が，

中央的国家管理の役割と資任を弱めるものではないと

の響告がなされた。経営諸単位におけるより大きな自

企凡権限と決定領域の著Lい部分の分権化は，一層

；て！上判ドJな中央的管理と点怜を要求してL、る。

指導的国家諸機関，全国計！出［）／，経済分野で活動し

てレる仔省，主要機関は，自らの権利を行使すべきであ

り，中央的管理に課せられた諸義務を残ムず果たすべ

きである。必要な時と場所では指令を下し，また必要

とあらば介入することをちゅうちょしてはならなし、。」

（注12)（傍点は引用者〕

もっともこうした中央集権的傾向の強化をもっ

て経済改革の骨抜きを結論づけることはできな

い。 tJ..ぜなら上記の中央委員会報止は，主要な経

済諸問題に関する具体的な政策的方向＇）けについ

ては，経済改革の改善という基本方向がら抜け出

していないからである。これは反改革派が，政策

立案を左右しうる立場に就いたにもかかわらず改

革派の基本構想、に対置しうるドクトリンを持ち合

わせていなかったことを示寸ーものといえよう。つ

まり反改革派は，遅かれ早かれ経済管理における

その無能力を暴露せざるをえなし、状況にあったの

十ご
, ' u 

事実，人事異動上での一定の後退にもかかわら

ず改革派の主張は何等弱まっていなかった。たと

えば前出のガドーは， 1976年の段階でオイル・シ

ヨ川クに関連した措置について次のように述べて

いるのである。

ハンガり 弘山以11',:10 '<r-，／）道程

「われわれは， 1974年には世界市場での価格上昇を

輸入品についてほとんど完全に相殺し，わが国経済へ

の作用をシャットアウトすることによ。て，つまり国

内価格水準を防衛することによ q て経済諸過程の円滑

性を緩保しようとした。……しかしこのために価格の

誘導的性格が大幅に低下してしまぺたn 生rr.tf，利用
ri・，消費1'd圭；土，使用生産物の実際のゴストが何であ

るかを知ることができなくなった。これは依らの効率

化a,0）努力をmうことになった。
上記のような諸状況，および世界市場に発生したそ

の他の諸過程によって・田…・，当初考えたよりもはるか

包乏~，かつひんぱんなーーまた特に個別的な一一←指

導事諸機関からの経済的・行政的介入が必重要とな。た。

生産諸手段の取引は一般的には，その後も商業的方

;J、で行な／〉たが，基本的な基礎資材やエネルギー資源

については割り当てを導入し，中央集権的に一連の流

通規制を行なわざるをえなかった。－一ー（中略〉守…

第11阿ハンガリ一社会主義労働者党大会決定は，国

民経済の発展における基本的課題は依然として社会主

義的計画性の実現であるという要件を明瞭に提示した

が，このためには中央指導の効率性向上，国民経済的

レベルおよび企業レベルでの計画作成水準の引上げ，

計画諸目標と諸手段の一層完全な調和が必要ときれて

し、るc 士たあらゆるレベルにおし、て計1/!liY!ifIと絞済鋭

作i堕守に対する点検を一層効率化しなければならな

し、n

託会主義;i」JI主を一層強化し，手i：会二i：義1'1'-J/iJr{T諸島司｛系

と生産諸カを発展させ，わが国経済運営の計画性を向

上させることは，わが国経済管理システムの変ること

なき課題である。だが労働効率向上のためには，企業

の自主性および共同的利益に基づく創意の上に経済管

理システムを打ち立てることが必要である。」（注13)（傍

点は引用孔下線は原文〉

要するにガドーは，オイル・シヨソクに伴う一

連の措置は臨時的なやむをえないものであって，

今後の方向としては依然として経済改革の基本路

線に沿って前進しなければならないといってし、る

のである。改革派が強固でありえたのには理由が

ある。なぜなら改革派は，経済運営の最前締に立つ

経済専門家によって構成されており，経済諸問題

に対する理解が反改革派にくらべはるかに深かっ
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たからである。反改革派はたとえ政治的ポストを

占めえたにせよ，実際の経済運営にぎiつては彼等

改革派に依拠せざるをえなかったのである徒同。

こうして改革派の一定の後退にもかかわらず反

改革派は，完全な勝利をおさめることには成功し

なかった。 1975年12月には第5次 5刀年計画期

(1976-1980年〕に適用される経済規制システムの

発表が行なわれたが，それは反改革派の前進にも

かかわらず経済規制用具に基づく間接的コントロ

ールという経済改革の基本的枠組は今ペコ不変のも

のであることを証明する結果となった。すなわち

反改革派は，事実上，経済改革の基本原則に屈服

してU、たのである。

改革派と反改革派の論争がきわめて海維な形で

進行し容易に決着がつかなかったことは，第11回

党大会におけるフォック首相の発言力也らも読み取

ることができる。彼t土次のゴとく述へているので

ある。

「党中央委員会と政府は， 1971年8月に行なわれた

合同協議会においてー 投資活動および！としてこれ

の影響の下で貿易の推移において国民経済の均衡を乱

すような諸要因が発生したとの判断に遣しfc.o 

教訓！と必要な措置については1971年10月に行なわれ

た全国経済活動者会議でも討論がなされた。この会議

では，たしかに経済管理において規制用兵が逗要な役

割を果たしているのは事実だが，中央if'f理機関が全て

を規制用具に期待し，措置を講ずることが必要である

にもかかわらず何もしないといったことは許されない

という立見が形成された。

全凶経済出動者会議とそのiをに下さitた！制女浮議会

決定は す平済生活の全分野における統的観点と統

A 的行動の形成をめざすものであった。この間に発見

された諸欠陥と諸緊張の解消については少なからざる

成果を上げえたといえる。だが統一的観点；こ Jルては，

改善；士1町礎的なものに十ぎないことが日月九かとなっ

た。」（注151（紛点は号｜用者〉

すなわち「多数意見」自体が折衷的性格を有し

3♀ 

ており理論的に盤合的な見解はいまだ生み出され

ていなかったのである。

5. 改革派後退の主体的要因

改革派が直面した困難を， われわれはこれまで

経済過程そのものに現れた客観的諸現象の中に求

めてきたが改革派のつまずきには政府自体の主体

的弱点も大きく影響したようである。それは，先

に紹介したフォック首相のきわめて率直な党大会

発言ムからも明らかである。彼の発言はまた当時す

でμ彼が首相辞任を示唆したものとしても興味深

い（住16）。彼の発言は次のとおりである。

「政府の活動の中には基本的に二つの欠点があるC

5iHのそれは，陳腐な文句と隙えるがもしれなb、が，

成念ながら今日なお事実であるものである。すなわち

一定の省ショーヴィニズムが見受けられるということ

だ。その結果，きわめて重要な問題について必ずしも

J妥協が成立L加、のである。ノ7←・つの欠点はーーた左

え政府の全員がその仕事をうまく果した』こせよ一統

一的指導機関としての閣僚評議会が，自らの課題の両

さに肩を並べられないでいるということだ。私はこれ

を何よりもまず次のように理解している。すなわちわ

れわれは一般的には正しい決定を下しているのだが，

その実行となるとモタつくのである。政府要員の設も

が指導活動の重要な部分が点検にあるというレーニン

の規定を十分承知しているにもかかわらず，機関とし

ての閣僚評議会の活動がこの分野で十分どはU、えなか

ったことがその最大の原因である。点検が決定遂行の

玉主要な部分であり，あえてヤうならば遂行の｛訂正であ

って決して不信の現われではないにもかかわらずであ

る。むろん誤解を避けるためつけ加える必要があるの

だが，政府要員の中には私自身も合まれるのは当然で

ある。したがって，政府の機関としての責任，私が経

験した諸欠点に関する私のコメントは，他の政府要i-1

同様私についても~！j てはまるのである。たしかに私に

は一一私の職務からして当然だが一一一省的観点はな

ν。しかしこれは私が首相となって以来の8年間に，

.'tずもってすで国民経済的責任感を全員にゆきわたらせ

るという点においてさしたる前進を達成しえなかった

という私の責任を軽減するものではない。」（注17)（傍点
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ハンガリ一点王J青L;,lf¥.10 ;f ,;, ］立f,'

とは何であ，るのか。報告は、

済問位 ifに（；r,11明IJ;f-t流出僚一山町rj1心主義

と全般的た指＇＇f能力の｛氏さカ‘急減な経済情勢の変

化。jLドで敏速な措t,"-,:fピ拍子寸一ることを妨げ，経済的，

政iM'Jr緊張のi敦化を正iL，結果的にt土改不i11ミn1ね

の！Mかちりのものj

この1gJいに対する包括的で明示的な回答を与えて

し、ない。これはすでに指摘したように反改革派が，

経済改革に対置すべき基本的構想を有していなか

:.t引用？？）

' '1予告＇＼＇か fl汁りと：二指摘しぐL、ることく‘た正ノ て介ー

あるいはかりにそうしたものがあってもJ ラ？こ？｝＼

それを明言しえるとけの影響力を党指導部内に確

しfこカ；-) 保しえていなかず〉たことを示してし、るnをふやしてし支ったのどとい J Bて良レでふろf

［
 

斗
じ
ト

v
’1
l
 

てう時反改革派乙吋Hv、は経済改革の骨抜きにあっ') 

この狙いは報作の中からも読み取

ることができるc すなわん報行は， Il）価格に対す

る統制の強化，（2）労民間および各階級内部の所得

格差の縮小，（3i中央指導諸機関の企業に対する指

fこと思われる。反改革派の前進

1975年中を通じ反E文京派はひきつつき前進 L

6. 

それは1975年11]1の党中央委民主総会が反改ーレ

14）党機関の経済指導点検活動の強化,t主力日〕強化，
この

党中央委員会で；tネ「 J ト・カーロイが－w百し，
可＼ 4；欠5カ年計四における成果；しつ総1,1iと：Ti5 IK 5 

y.;r1ミ主導山下；二1¥¥1かれた点iニ示さjしているυ

を打ちIt＼しているのである。

反改革派のつまずき7. ヶ年計lflriげ）什机みの紹介が行なわれf々こ｛

''r1 -1 1大 5 年；i十Iriil期の経済建設活動を総l.1~ しつつ次

，：；段；守i土、

76年1975年11月の党中央委のあと， 7fr{f4月，

12月， 77年 4月， 77年12月にひらかれた党中央委

びきつづきネーメト・カーロイが'-'¥ ,6、土佐／〉、一円、1+レ，;cs之＇［＇，C白、＝丹、、 Md. 

この

tl4lの経済連1kが反改革派主導の下に行なわれたこ

とを意味すると立って良L、池山））。事実1977年12月

日
HリHH
 

J〕それを除きこれらの党中央委員会報告でも，

接的経済管理方式どしての経済規制システムに三

及されることはほとんどなく，経済諸課題の解決

伝法としては，特に社会主義労働競争の推進が自1]

さんに次の引肘にも示されるHLiにIIJされている「

F勤労人民；l, :'.j'¥ 4 ;;:: :''iカ年，；＋r丙iを実現する中で効

_l,1じ1'](_1たii唱力をたしと：y' (I'，／没と 1,）治示す、さ i,の

をffリJIJ 1 ／二円 iJ:i「〉；よ， J主h主主-1l ど，t)';;ix:~にけ L /j •J 

i;: J 'r〆 jこl:,;,; Cそるr j、h;!,,jt；士、 十＜＇~L，＇），：苦＂I二に

おいても、多／びノ[bl生jtcn中で支配だとな，／こη ょがわ

れわれは｛円前J；こおける（1,1々 のぷ4ごりのために， Jl'i百I能

性：士十分に •JIき1i：すここかで＿jなか ，！二。 -T？理iι
引イ三子のー百円 •JI , L：：司刊*1U'I([)011 fじIJU!t♂、どJ1MtJ1 

(!1 ,)-1'fi二it、｛、E／~大，i:d',fJt/1({1: 1.てし、J：》 il l的

( f）；；~i 工 iJil!J 行 j

十九7－， ん傍｛Z:1官分が指摘する諸欠点は，改革派

i,認めてL、らとこんで；｛，） --' －てそ；／l自｛主としては何

，／）とうに述べてL、る【

こ才もは，経済問題に対する報告を行なった。

この方向でごとく企業の同民経済計両への！制ふ

。〉中央機関の指導強化が繰りかえして強調されて

たとえば1976if12月党中央委員会報告は次
、」、，
し、企〉。

この報告

では‘経済改革筏ー取的に適用されている間接的

制j斉行1_[]1）＿：，工ににたトJ-:.1λ及 i十 -l;JJ ;>J_ ：：れていtcL、

，－，奇とする二どではない。だが問題は，

「計i耐を首尾上〈のごとく｝主べているのである。

諸課題の意義づけにおける統運行するためには，

一的見地とイニシァティブの強化， i当A尾一貫しか

つよ副幹ある執行が要求されていみ。政府各機関は，

企業社両方；l'fl民経済計画の諾ロ標と調和を保つよ

33 

--） τ•；：＿ I）桜－;1d二_j＿；けど〉経済ti"

:fl目シス千ムの発展刷何に問する基本的見地は明ら

かに経済改革（＇＞－－！＇；~（／）前J［：にあ－ ＇たのではなく、

｛司カ吋IJのものきあ一、fことし、う二となのt:C ／：＿ が二

三十う ，c,'J，であふ＇， Ilリ＇，



1979050036.TIF

う努めるべきであり，，＼十両諸課題の実現に向けて

は、業を）援助し，点検すべきである I'1L21、。

党機関の宣伝活動に対してもひきつ／＞き重点カ込

おかれた。たとえば、このJ互に「¥l,Jする1977年 4）守

党中央委員会報告は，次のとおりであった。 ！党

諸機関，共産主詫者達は，説得，指導，組織化の

各活動を通じ，経済政策諸口擦の達成に必要とさ

れる観点と行動の統ーを強化したド／¥22)0

a方，経済規制)fl呉の役；t;1］（土、はどんど注ロさ

れなカ‘ったといえるつたとえば1976年の経済実結

は幸子し〈不調であったcしたがって1977年度の年

！主計両の作成に型つては経済規制用具の改正が

特に必要とな r「口、たはずであった。しノカ‘るに

197(1年1三バ党中央委報告によれば， ！経済規制防

只は，基本的に不変！とされたのであるc

J.j_ I::.要十るに！支改革派主導の経済連常の下で

; j:, 「政治的カンパニア方式jに傾斜した経済管

理が志向されていたのは明らかであるc だが反改

革派の攻勢は， 1976｛ドを頂点として：民挫しその

後は逆に改草派の攻勢が開始された。この転換に

お＼－＇て重要な役割を果たしたのがラ 1976年におけ

る経済情勢の悪化であ／〉たことはほとんど疑いが

なや。 1976年の国民所得成長率は3.0%と著しい

低水準に止まった。これは70年代以降各年次の成

長率の中では最低であった (1971～75年間の平均成

長率は6.3%）この成長率低下は，工業，建設業に

おいても看取されたが特に農業におL、て大幅であ

•）た。すなわ九 1976年の農業国民所得は，対前年

比で11.l •；；，も下絡したのである G Jlt ~l'El民所得。）

大幅な減少か，この年の極度の天候不lilt［によって

決定的に影響されていたことは否定できない。た

が天候不順のほか，この年の；農業不振はこれに先

立つ政策的失敗とも大き〈関係し口、たp たとえ

；王畜産の総生産額は1975年にっし、て見れば対前年

34 

比でjオミか 1.8＇）人υ1976年には若干回復したとは

いえ， それでも対前年比3.4%の増加にとどまっ

たが，この両年における畜産の停滞は，住宅付属

地経営での養豚（19754，二），家禽（1975年〉の生産

減少によってひきおこされたものであった。とこ

ろでこの小経営セクターにおける生産減少は，農

民の所得抑制を口的として実施された所得税の引

きtげを中心とする小経常抑制政策の結果であっ

たのである。

改革派と反改革派の力関係の変化はすでに1977

年－12月の党中央委員会総会において微妙に現われ

てきた。この総会においてもネーメト・カーロイ

が経済問題に関する報告を担当している。しかし

この報告の中では，経済規制用具，企業の自発性

に関する言及に従来にくれべはるかに大きな力点、

がおかれているのである。こうして報告は支ず経

済規制用具の現状について、 「経済規制照具は，

基本的には国民経済計両に定められた諸課題の実

現に寄与しているが，経営諸条件が変化したため

すでに効率Aの向上を充分に刺激しているとは言え

ない。このため業績良好な企業と業績不振の企業

の所得は過度に均一化しつつあるj(il'Zめと指椀し，

指導機関に対し， 「中央指導諸機関は，経済規制

システムがこれまで以上に，効率の向上と予儀力

の発見およびその活用を刺激すみよう，また投資

活動の計画的形成と経済的・資金的パランスの改

苔を促進するよう措置すべきである。経済規制シ

ステムは，これに応え企業および協同組合に対し

業績に相応した経済的・資金的諸条件を保証しな

ければならないJll:釦と強識してし、る。

さらに報告は， i中央経済指導諸機関は，企業，

協同組合およひ地方評議会指導者逮の白発性とそ

の責任に依拠しなければならなν。また執行の過

校で発生する諸問題に対しては適時に措置を講ず
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ベきであり’ i：十！由i諸

検を行なわなければならえEL、J（注25）とt、述べてL、

るつ

以 l二の文面iが司 改革派の主原を大幅に取り入れ

たものであるのは明白である。そもそも当面する

経済的諸問題の解決方向を経済規制システムの改

苦に求めざるを得なくなったといろ事実そのもの

が，そのことを物語っているが，さらに進んで業

請にリンクした企業所得形成の強化，企業の自発

性と責任に立脚した中央経済管理といった原則

l士、改革派の一貫した主張であったからであるG

8. 改革理念の復権

1978年tJlに至 I）改革派のまきかえしが明白と

tr －、T‘r、この年の ι1Jl 19 fl～20日には社会主義労

働者党の拡大中央委員会総会が開かれた。 三のが；

大総会の目的lt，第11回党大会以降の党活動に対

する全般的検討とされていたカ この中にあって

経済建設に問連する諸問題は中心的位置を1子えじ

れたのである。 今回の総会では，カ』グ－•］，・ヤー

ノシュ党第一芹記が報告を行なってお！？との総会

がきわめて：重要なものであったことは明らかであ

るが，総会決定はその前文の中で次のごとく述べ

ている。 「中央委員会は，第11回党大会諾決定の

執行を点検するなかで，党の従来の路線を継承し

／］つもあらゆる分野， あらゆるレベルにおいて執

行の一層の改善を勝ち取ることが現在最も主要な

課題であり，執行の組織化ととのために必要な人

的諸条件の合IJ[Hにこれまで以一t:tこ屯点をおくこと

が必要であるとの結論に到達したj(/t26〕（傍点、は引

用青うとの士たこの総会ではきわめて深1ミリな自己

批判的総括が行なわれたことが決議の結語に述べ

られている。すなわち決議は，第11回党大会以降

の活動を概観する中で， 「中央委長会は諸成果お

よび諸欠点のいずれにおいても党の指導的諸機関

ハンガリー経済改革10年の送料

と執行諸機関の活動が反映されていると判断し

たc 社会の社会主義的発展に対する党の責任感か

ら出発しつつ，（中央委員会は）執行能力の弱さに対

する自己批判的検討と活動の改善をあらゆるレベ

ルにおいておこなうことが必要であると考えるj

f注27)（傍点は引用者）と言苦っているのである。

かかる重大な意義をもっ総会の焦点は自ずと党

最高指導部の人事異動一一それは上記の引用でも

示峻されているが一ーにおかれざるをえない。人

事異動の最大のトピ、ゾクは，ピスク・ベーラが党中

央委書記の地位から降ろされ（年金送りとなった）

たことである。すでに見たようにピスクは1974年

3月の党中央委員会総会において経済改革後の所

得格差拡大の傾向を鋭く批判L，反改革派の指導

者としての立場を鮮明にした人物であったことを

忘れるべきではないであろう。 ビスクに代わって

新たにハヴァシ・フェレンツ（HavasiFerenc）とコ

ロム・ミハーイ（KoromMihaly）が党中央委員会

書記となった。ハヴァシは以後，党の経済政策を

担当することになった。

次いで1974年3月総会で当時党中央委員会書記

に昇進Lたネーメト・カーロイの後をうけてブグ

ぺシュト党委員会第一書記となったカトナ・イム

レ（KatonaImre）が今回の総会ではこのポストか

ら追われた。ブダベシュト党委員会第一書記にな

った経緯からしてカトナは明らかにネーメト・ラ

インの人物であり反改革派の指導者であったと見

なければならないであろう。総会はカトナに代わ

づて 1ーへシュ・ラヨシュ（MehesLajos）をこの

ポストiこ推せんした。

この他総会ではバールディ・イムレ（PardiImre) 

党経済政策部部長が罷免され一一年金送り一一代

わりにホーシュ・ヤーノシュ（I-I6osJanos）前経

済政策部次長が部長に任命された。

3ラ
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以上のごとくこの総会で1士号 反改革：派の後退治‘

人：：；'1J実現J(7)形でも［リJllt,1'に示されたのむあった。

そこで次に問題となるのは， 第11自党大会後れ

経済情勢を総会かどう把握したのかという点であ

る。総会決定は， 二の問題領域についてきわめて

,W刺11な分析を行なー）ごし、るが， ／入 、守 I訴する I~~題

｝~， を総括的かっ批判的に叙述している部分のみを

,JL耳1するtr-(,｛出欠のとおりであるハ

｜われわれの写力にもかかわらにわれわれはただ同

11;;粍涜刀上 lj ；~卒fド！な発肢をドlぬのじ促進する議過程

を充分にIJWI三ぜるこどがPぎなし、でいる η 十7JヰザドJ't

1干物構／1~ （T1/[;/,1.'におし、てわれわれは ，，J能で、ふりかっ必

j~：でもある←こボ上；）予制長 iこしか店1jil1;L えていないっ

投資活動；主司十II変わ「pf多くのr;l(,1＇）：す J 、き；.~：を々足して

b、る "i！；’i動力引Jr↑1と労働力養成は，同民経済r'i'バリ1と要
求に十分にはた「応lてし、な，，、。近代的機減とい立amの利
用l支は不十字fである r命全は，生産効字の叱ir主L，、水不

にL、土だ到達してしたL、。 l世界経済fドJi；＃要肉の不fiJな

影響全取りえミえしかJ〕貿対パランス(l)t_'.1,:Jl;:を実現する

とレう ；.＇i,iこ才jL、て才）オdれがFi:L ::llどに1ix)J1Lえ

なかったのはすべてこ「したこ E のif，~:1's C:、ふる， j'/l2刊

以上に見られることく総会は，反改革派主導下

の経済連常が｜司氏一経済の効率向上に成功しなかっ

たとし、う見地を誤解の余地なく明「川いにしたので

あるr

つ J5 L、て総会決議l土，従来のネーメト報告では

日とんどふれ〆られることのなかった経済管理制度

についても具体的に言及したっこの点に／）し、て決

議は以下のごとく述べてし、るc

「わが［斗の経済管理システムは，！1111'.;絞；f干の，ii寸断的

かつハ弓ンソ、のとれた発展によく寄与したっ中央（l'J符

埋と企業・協同組（； . ±ii! 方~·~，議会 ，1>1・1 :,1：けのいJn;'fi't'J強

化は効果的でふ，，だC （これは〉「J発刊土中I］殺し，凶［（

経済色体；こ才九、＇Ct11J泣i't'.Jエ手 JI,,・ギ』を；i;：しく解放1

fこれ経i斉JM＇存者た t，じり大自1i子ti立， よ的大Lたt'I、？；；’i今をNュ

ンこなすことが Cさ， 三うし亡彼らv')/,f;!fiJJ；土われわれ

の／；＼tJ.l'~の実現に大きく貢献 L たっ

おfiir: fi 1，年，;I聞の開始とII寺を同［くし亡終流域九！J
J ス千ムの一j!]i.O＞要素が修正されるにLナこったが， i見

36 

:hリシベテムの発1:Ki土，企業が外的dif；＼，＇；諸条件の変化を

上りよく感知することを促進したoJ江却）

この上うに今ぺ》経済改革は再び積極的に百定的

評似iをうけるに至ったのである。

総会決議はまた効率向！二の観点から価格体系の

大幅な改訂と賃金システムの改善にも論及してL、

るc 決議の仙i格体系iこ関連する部分は次のとおり
ザでも φ マ
にが） /,,j 0 

［現在，＇t二i＞（：古f1mmJKtji¥は 1-M家総助金と同家約

{ j企の侮稚な乙ステムの結果として一一一般的tim

質表似i給水j准を上［日iるにいたってし、るの生産--/f価格と

消費苦｛1lfi栴は，現実に照応した資用をI正Lく反映して

し‘なヤのごれt.t, （食用f11,l係の）正確な把握と効率的

な経討さらには生／（i物構成の円五回成と経済政策的諸II

悼の実吸を凶民経済的規枝に.t3v、亡も‘企業におνて

も住i慨にしてし、る。

このため小央委員会は，今後の）JQ引としてわが国filfi

協体系の経済政策的諸ii擦に適応させる方向でのd(/t＼ー

を必要とす5；えてL、るしj〆／!JI))

主らにt主Jモシステムの改吉ーにつ＼，、て決議は次の

ことくi主べてし、る。

r ( ir'l伐{ffilli燃の改，l］じともなう所得政策的市泣の実
胞に際しては）労働に応じた賃金という沼会七義的1；；〔

民！Jをより効率的に実現しつつ賃金ンステムの改汽をl:<I

らなければならない。jiLll) 

これらi二起の諸見地札いすれも1968年の経済

改革において強調されたものであることは説明す

るまでもなし、。 1978年 4月の党中央委員会の拡大

総会合起点として経済改革はその第二段階に向け

ての前進を開始したのである (iJ:32)0

9. 経済改革前進への鴎い

1978年 4月の党中央委員会拡大総会のあとをう

Tて1,,]ij三l三月に戸iび拡大総会が間かれた。 この総

会ではネーメト・ 11一日イに代わって前総会で中

央委員会書記局iこ加わったハヴァシ・ブ工レン、ソ

が経済関係の報告を担当した勺 この報告のぜ頭で

ハグァシは， ［インテンシヴな経済発展の質的，
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効率的諸要求はいまだ十分に実現されていなし＼

生産物構成，経常水準も士た，依然として、変化

Lよりi',:¥J主化した諸要求；ニト分適応しえてL、心

, ', Iiヰ民経済的ノ、ランスの状態は予定し／こより不

刊にMrJト］し－ ）つ」円みJI、；l'.I, との判断企Iり］らかにし
jルー 事・t, 197同年内経済実績は，総生I名簿iの点で

:t, l二業、建設業句設業とし計］ihJH襟主：達成した

が，［i4民所i:J(') ,(i，で；t, 日t；＇；げ J;J.s～:i%J:脅にたlL 

4～4.5 %水準にとどま..，たのである今ハヴァシ

報告によれば、 三れは工業に才よける生夜構成高度

1ヒと労働力節約・也、資源の緩慢な古iii.ill,)iミ業竺京

コストの不可なi:Ti;,f(:?jl'による仁引を〈された。一一方

投？氏個人消費；土，ぃJjDjfをl.lrnる子ン .f：で明大し

f二「特に投資；士、汁両では対前年比で削減を子定

したにL心、かわら1ず i＇；；＇，増大したリ このため対外

収支l士、依然どして悪化しつJうけたのである！

u己訪問題点の解決を報告は経済規制用具の改
=i'iにオく灼てL、－：：1' 寸なわれ宇佐官に.t7.l (f, I l, 、主

どにほ的観点が強力であって，経済性視点は L；工

Lば背後に押しヤじれており守経済政策および経

済管理、ハ＂t:肢は，変化し F,.-Jふる情勢が挺起する

諸要請に＜・lしきわめて緩慢にしかi蕗応していな

い l'il:11, r,が実情であるが， これi士、［経済規制用

！＼が‘ 197凡午に才山、てヰ〉依然，l::Lて，設定された

多くのきわめて宅：穏な諸課題の実現， ノ、 J＞ス（／）

i;！（斉唱経済発展の目的諸要同の1霞悦，：号判長過程の

計四i的形成等を十分には促進していf山、J(/l:l，，；か

じなのでふるっハヴァシi士、現行経済規lrill/ti ftの
戸，， トe 1.' vァー
TJ,＇；ιこし＼、 ！？業績の盟主しくない作業が‘中央

から不吉に大きな補助をえることにより，業績の

良1い企業どそうでtn、企業の所得が過度に均イヒ

している i川、川という点を特に強制してし、る〈

かくて報侍では，経済規制rnrtの修正方A提起さ
,1lたっ そして二の｛i｝正（士ー ｜経済的・資金的パラ

ハン力リ←事長Urじな 1(10:1:u),u:vi1 

ンスのL女瓦効率性のより急速な向上，節約，

備力の発見とその利用を刺激し，蓄積過程の計i雨

的形成を促進しラ企業所得を経営業結に， また給

与を勤務実績にリンクさせるy,nりものでなけれ

ばts_「） t.( ＼，、とさjl た。

報告はまた，党・大衆組織の活動が，有害な平

等主義の一掃とよりよい労働の物質的，道徳的報

（貨を促進するような方向に向けて組織さるべきだ

と強調し，社会主義労働競争につし、ても，経済性被

点，効率向上を軸に展開さるべきだとしている。

以上のごとく 1978年の経済情勢は，決して良好

とし、えるものではなかったが， これに対する政治

の対応は，経済改革の後退ではなく，経済改革の

！再の前進をこそ志向していたのである。 二才Lは

1972年前後の政治状況とは明らかに異なるもので

ふるわかくてわ*1.,f)}lは， この政治状況の変化の

中に，経済改革導入後10年間の試行錯誤の中で，

ハンガ lJーの政治．経済指導部が結局は経済改革

理念の正しさを一層深く確認して来たと U、う認識

における弁証法的発展を見ることができるのであ

るo

U: I) A 凡fa；ミy’どIr，可Eぜ）cialistaλfun長d

i買（）fl月n，一、5芝u.，、dn正1kj，’尺‘下’立ii長ih1yτ’e,Kos雪uthKむny～kj' l 
d凸， 1971,s:;_ ol 《I 
(/l 2) ll1wanott, 116-117. old. 

( !I ;l) Cgyanott, 121-122. old. 

(il4) Dr.Mi日iSandor, Dr. Marko Lajos, A 

hcitciii f's a kisegito r;azdtilkodds. Kos.,uth KBnyv-

l,iad6, J 977, 45. old 

( ti 5 ) c;ad6 Otto szerkesztette, Kihgazdastigi 

ロabdlyozonmdszeriink tm•tibhfejleszt,'sc, Az 197 J. 

＂＇’I janudr l Cll elethe lrj>ij zij szal><ilyoz, k es azok 
magyani.zata, Koχ日azdas立日les Jogi J<onyvkiad6, 

i 970, 94. old. 

( If 6 ) /¥ Kozj>ontiβizottsdg 1.972. novernberi, 

az Or.は dggyiil,'>.,1.972. dnc川beriiiless.τak,iJlak fobb 

dok11ment111nai, A proj川gandist<ikresz(, re, Ko出 U

37 



1979050040.TIF

th K凸nyvkia<l6,1973, 40-41. ol<l. 

C-l 7) Kozlemeny: A 11iagy山・,','zucialista .11u・ 

nkはspdrt Kozponti Bizottsagdnak 1974. llUin、ius

19-20 i ii/eserol, Nepszabadsag, 1974, marcius 22., 

2. old. 

(, I 8 ) U gyanott. 2. old. 

Cd, 9) J、J 方、）ーで，n3 '!IPトv’1/i手f,. .I出じ，～f宅r,
:.: ' こ •.）.（（，ご疑11:1:c r'iってL、なし、0 ｛，っとわ向i1tii:cH:u 
長江）中には，・＂ K出身符 i,~ L、〉くあって二九反於民

感ll＇＇＜＇；土必 fしも時ょ面的とは弓えなL、。む Lろ党総｜対や

労働組合心機関 tclJJ1w~ ：こ二 v'JIば（1,,1が持：こ吸い、と見てiミ

L、であろう勺

CtlO) Nyilas Andras, A n,'J>gazdas<ig fcjliidhe 

1968-1974 k1wtt, Kossuth k凸nyvl、iad6,1974, 53. 
old. 

(il:11) Gad6 Ott凸， Kozga町lascigi 日abdlyo.z6

rendszerilnk 1976・han,Kossuth k口nyvkiad6,1976. 

（干点午、l:/t;;i（「1976'.[ >'; ・、＞ ・}j I一以；，す域協lj＞スラム」

アシア経占研究所調炎研究部！町内むfl 1"o. 52--1 2 

・< ＞）〔~I今＂＇＂,¥b）。
〔U:12) .11 !¥Jag.var S.zοcialistaλfun!uisj>drt XI. 

Kong，・esszusa,Kossuth Konyvkiad6、1975,87←88. 
old. 

日 13) （出16Ott6, Ko.zgazdasdgi ......ベド以 1i1J 

J,;;t1¥,;l(;tf 4～5～ーン）

（ヒ14) L'ic f.ilf,c'J t：興計持者，たと之itCsik6s-Nagy

Bela：土，ノiでいi貸付制裕庁長＇（：＂であるし， TimarMa司

tyiisはノ、ンガ 1:--[j司立銀行総主t,Nyers Rezso iよ科学

アカデミ－？付属経済研究所 1~ik, Gaι16 Ott6 Iよ不全回

日H。l庁次Hてある。興味深 I，＇ことである Ii＇彼らはL、ず
れも L、；／Jl・)Jる投能的経済指導機関／）指導れたんであっ

て， J花門思lj経済指道援問の指導主ではなし、。

(I士15) A .• ~1agyar Swcialista九funkdspdrtXI. 

kongresszusdnak jegyzokonyve, Ko田uthKonyvkia-

仁16,1975, 175. old. 

(iH6) 1975年5月16日付 Nepszabads£,g妖！こ；： tl 

ば Fockn杵J.二ついとは特に「自三心安ぷと健康状態
に泊〉んがらJr"i 1fl般か万はずし年::i;,,tりをしfとされ

ごし、る。

(,U7) 11 ,Wagyαγ Szocialista ,Wunkdspdrt XI. 

kong resszusdnak jegyzokonyve, Kossuth Konyv kiad6, 

1975, 176-177. old. 

(illlち） Kcizlemeny: A. }vfagyaγ Szoci.αlista 
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九1unkaspdrtKozponti Rizottsdgdnak 1975. n削•em­

bcr 26-27 -i iileser1l, Ner:陪zabadsag, 1975, novem-

her 29. 2. old. 

(il 19) 報告でu，経済規制lnJ＼に対するパ及/J'

プだ l}j ）＼庁1,.1,,.,1:Hされるが，そdll t「1976可1J J l Ii 

かん過JH,"i 1 Lる経済規制JflA v'J cx1I：は，これら（絞ら

次5ヵ＇I二ロ:t1111 v> ,JI用者） ＇；丹 Ht~Jこキ ll するもジノど

なけれ：rな心江L、Jという簡単なも JJCあっし帝王法
規制H!Jt，っ発快に関する洋科iiな分析はー切無視占れて

いるのてある。

01:20) 干 メト・カ ロイが反改，yし出~OJ指導おに

あると WIノisl'ドjにノドせる，j)（ではな V'o しかしをたは人名手ポ

(Ki Kicsoda人KossuthKonyvkiad6, 1975）でlよる限

りィロじて党機関の分野？を進んできt：人物であっと，

経i斉咋門家と l.ての経｝憶をー切持っていない。その1)';

が，~V.. 4'• il(: v）指導／＇； ェルシュ・レメ立 のあとをうけ

ζ，；＇；－. ））経川政策決〉じにおりる！1之i千五六Ifjをにむつ t.'..1－い

〉『ii'Hu, ジ店主‘！更改革派＜／）J行I(,(/';・ ＂あ乙二止を十分に

fif ,1l!Jさせるものとあみ。

(d21) Kci’zlemhzy: .11 }vlagyar Szocialista 

1¥1unkdspdrt Kozpunti IJizottsdgdnak 1976. decem 

fw I l i ii llsfrcil, N,長pszabadsag,1976, december :l, 

2. old. 

( /E22) Kozlemeny: 11 l'vfagyar Szocialista 

λfunkdspdrt Kozpontiβi:zottsdl{dnak 1977. dprilis 

13 i ulescrcil, Nepszahadsag, 1977, iiprilis 15, 2. 

old. 

( /1:23) Kcizlemeny: .il l,fagyar Szocialista 

J',;funkdspdrt Kcizponti Bizottsdgdnak 1977. decem・ 

beri 1-i ilUserol, Nepszabadsag, 1977, Jecember 

:-1, 2. old. 

(/1:24) Ugyanott, 2. old. 

（注25〕 u匝yanott,2. old. 
（注26) Ilatarozat: A XI. Kongresszus 6ta veg-

zett munkdr6l ts a j>drt feladatair6l, Nepszabad-

sag, 1978, aprilis 23, 3. old. 

(tl:27) Ugyanott, 6.口Id.

(/128) Ugyanott, 4. old. 

(11:29) Ugyanott, 4. old. 

〔11.30) Ugyanott, 4. old. 

C /l 31) Ugyanott, 4. old. 

(/132) もっモも先にも示唆し行よろに経済改，＇（） ノ

新たな前進へのili!Jきは，す亡、に1977-ff－の後半には始ま
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っていたと思われる。これはたとえは決ぷの前文か，

「中央委員会は，半年以上にわたる準備活動のあと党，

同家必機関i上，；；社会酌治縦関の経患<O C 勧告そ考！京

しつつ大会話決定の執行状況を包括的い検討し ・J

〔傍点は引用者〉と述べていることからも推測される

;. 人う。まアlり77年12)1:Z7fl公;(Ji,F涼6号法行tI ii』

宇＇Ji:y_につL、こ が経済｝／1，＇；，の珂念（ ：（，ったいHi主fj

LていることからもJ・.J［！の判断は裏付けられている止

し、コ ζう。

C ,l:33) Kりzlεmeny: ,l MaK，γar Szoιia! ista 

Munkdspdrt Kozponti Bizottsdgdnak 1978. decem-

b川・ fi i iile si ,-;,r, N,是戸Z凡h訓l池宮.1978, deceml町人

1. old. 

（注34) Ugyanott, 2. old. 

Ct・：15) Ugyanott, 2. old. 

( ,136〕 Ugyanott,2. old 

(11:37) Ugyanott, 2. old. 

II 経済改革派の改革10年日の総括

I Iとおいてわれわれは1968年経済改革導入後の

政治・経済動［，日を主として党文献に依拠しつつ分

析し，改革実施後の10年間に粁余曲折がありなが

らも結局は，改革派が勝利し経済改革の第2段階

に向けての前進が開始されたことを確認した。本

節では，経済改革派の竺大指導者三工ノレシ 1 ・V

ジョー（NyersRezso), -1-ゴーシュ・ナジュ・ベー

ラ（Csik6s-NagyBela），ティマーノレ・マーチャーシュ

(Timat Matyむの最近の見解を， 1978年中tこ『経

済評論』（K1¥zgazdasagiSzemle）誌に掲載された彼

らの論文にもとイき紹介，検討することにする。

とれらないずれも改革10年の経験を総括し， 7欠の

段階への基本的構想、を示すものとして無視するこ

とができなU、からである。

l. 「社会主義建設における経済と政治の関係j

まず『経済計E論』 1978年 1月号に掲載されたi二

記題名のニエルシュ・レジョー論文憎いの紹介か

ら始めることにしたい。この論文においてニェル

ハンガリー経済改革lOfJ＇の道程

シュは，社会主義建設の国際的多様性（ロシア革

命の意義づけも含め〉から，各国経済管理制度の対

比，ハンガリーにおける政治と経済の相互作用，

経済発展にかかわる緒襲因の構造的変化と発展戦

略のあるべき方向，経済発展と社会主義的民主主

義の内的関連等に珪るきわめて広範な諸問題に論

及し，これらに対する彼の基本的見地を明らかに

してu、る。

まず社会主義建設の国際的多様性の問題につい

て彼は次のように述べる。

「社会主義諸国の経済的および政治的諸関係におい

ては原理的問ー性とならんで著しい多様性が特徴とな

叶ているが，これに関連して国際的運動の中にはこつ

の思想的潮流が看取される。ひとつは多様性の多くを

発展における欠陥とみなし，統一化の利点を強調する

ものであり，今ひとつは所与の事情における差異を強

調し，差異の中に体現されている統一を国際的利点と

みなすものである。J（注2)

次いでご二エルシュは，率直に彼の見地が後者に

あることを明らかにする。すなわち「これらの多

様性に『より社会主義的』あるいは『より社会主

義的でなし、』といった表示を与え，これによって

表面的な格付けを行なうことは全く正しくないの

ではないだろうか」惟Uと強調しているのである。

この見地を具体化しつつ彼は，いわゆる「社会

主義諸国の多面的接近jの問題に回答を与える。

「しからば社会主義諸国の多而的接近という合言葉

をわれわれはいかに意義づけるべきであり，またどの

工うに意義イげてはならないのか？

私は， 〔との合言葉を〉国民経済の長期的諮R擦の

実現においてお互いが援助し合い，国際的連帯という

政治原測を経済的協力においても貫徹させなければな

らないとし勺意味に把提すべきだと考える。経済政策

的諸目標は，相互に調整されたものであるべきであり，

各国の経済生活および科学分野においては一一上級，

中級，下級のいずれにおいても 一単なる経験の交換

のみならず，具体的な事務処理といった性格の諸関係

も発展すぺきである。また各国は，国際的関係、の深化
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に適干与しな柔款な経済メカ三党ムを形IJ止すべきであ

り， Jtlci］の利益がイ了｛l：する乙ころでは，共1,,j目標の／ー

めに共同的活動をも発足させるべきなのだ。

一方，私の考え＜：は，この今常葉は，政ifl的，経済

的状況にかかわりなLに自己fl的化され守こう Lて形

態と方法の接近をあらゆる分野で機械的に強制し，あ

らゆる義兵の拡大に定戦布告ナるものとして意義づけ

されてはならないっ件国のま己流的事情と政治的諸条｛！｛

は今後とも異なるであろう。どの国のーーたとえゾ述

であっても 例をも『模写しでは』ならない。これ

の有Pム’さ；主，す

以上の雷葉によつてニエノレシユは，経済改革の

新たな民滑に関連してありろる対外的な圧力；こ対

する改革派の決意を公然と明んかに Lたのであ

る。

次νでニエノレシュlま，経済管理制度内閣題tこ諭

及する。

「社会主義諸問くり経済メカこでムにおける一般的，

法則的l府1］！は計，，i1ifi_,，汗（市JY;((]1:1然成長外山廃止〕｛

ある。だが具体的形態についていえば，中央管理の方

式，作業の自立性と利害の陵介い，市土if;l:lltltlJの様式び〉

点で若LL、差異がj山 7れてv勺〉他の ll；芦ill）かムも

っとも異なっているのがユーゴスラヴィア社会主義連

邦共和国で適用されている自主符理制廃であって，ぎ

れは， 社会主義経1存を勤労二百uおiの毒性万と i'l立性tこな
脚させており，国家機関は，市場メカニズムの利用によ

って管理を行なっている。次いで社会主義世界には，

直接的，,1-[IIU管理と間接的計iil!i'1'1'J1flという吟慢が存：（！L 

ている。ハンガリーの経済メカニズムは，計画経済原

則を，直接的計画指令の方式を避けつつ適用しており p

計画化と市場メり二てムを，企業がより効率的tこ駐日

しうる上うに結比している。その他の諸問では，種々

の度合いではあるが，直接的管理が行なわれているo

これらの多様性に『上り社会主義的』あるし、は fより

社会主義ゅではt:;,, ,.r.といずJ心表示をj手え，これによ

って表面的な格付けを行なうことは全く正しくないの

ではなヤ三ろう泊、，J＇注5)

とのようにヱエルシュはユーゴスラヴィアの自

主管浬制度からハンガリーの間接的経済管理制度

さらには他の諸問の直接的経済管理制度lこいたゐ

40 

諸システムがし、ずれも対等な存在意義を有するの

だとL、う立場を明確にし，ハンがリー経済改革を

めぐる理念的批判に対する改革派の回答を明らか

にした。ハン ｝；、リー経済改革の正当性を彼は次の

ごとく述べている。

［わが国では‘決定権ill＊が強力ド集中化されてL、た

IL'r/Uこは，企業のよれU、活動に対する物質的千lj’却土
小さかったα企業は諸資源の確保をかなり一面的に政

府に期待し司企業内部および企業ll:Jの関係における効

キ！ーの予備力を軽視する傾向にあったっこうした状況

の下で，政治生活においても物的諸手段の中央的配分

の11:J極が前1f1i｛こ出ていた内すなわち現場の諸機関fJ:,

i，完，て中央議機関に強力な上！カを；JI!え過剰配分の危険

性を引き起こしていたのであって，これはいわゆる権

威的決定の助けをかりでようやく匂＇／）としえてu、たので

あるつ今日の上り大きな呪助の自，＇dlの下では，中央

諸機関と現場諸機関の論争はその表現の仕方を変えて

いるつ （今や訟i争の〕中心には，国家の規準規制がい

かにあるべ旦かという問題ぷ位置してLる。こう Lて

企業および企業聞の予備力により大きな関心が払われ

るようになっており，政治生活においても中央官者機関

の配分に関する論争がそれほどには支配的でなくなη

ている。 （むしろここでは）そうでなくとも存在して

いる経済内部の利害対立が，一層前回に出てきている。

［たカ1ってこうした諸関係の下で，政治メカ二ズムに

おU、ては，利主調整的な性格と役割が一層浮び上って

きているのである。 （私には〕こうした方向での今後

帰の発震が，必要な上九に忍われる CJC注6)

この引用からも明らかなごとくニエノレシュは，

経済改革が肯定的な役割を果たしたと見ており，

今後ー層の展開が必要と考えてい石。 この場合注

目に値するのは，彼が経済改革の果した肯定的意

義をi手に［経済活動の効率向上」という経済的側

面に限定することなく，政治メカニズムの近代化，

民主化という側面にも見ャ出しているとヤうこと

であろう。経済改革と政治メカニズムの内的関連

という視点、は，改革派に共通するものであるが，

特にニエノレシュにあってはこれが強烈である。こ



1979050043.TIF

れはたとえば次σγfi草に t.N日けされわ、石。「一！股

（；り特買とts_：＇）んで， 各i白の政治的制限；ぺ：tj乙くし＇）

名？主性が士見j～＇Lて＂ ' 三：， す立制があり tiこct:,,'tfl,IJ

カlふる 個人J己r-nnrJがfょイfす？， e力で‘ 主FJJ記斤

巾J1, l'(l'F -1-,;::, , ,hらi五iの！司会ではず人辺、iえ能が支fl己

L' ／也の同では‘般的,1,¥1citU）機能力￥支配してL、石予

地方向iflがイFA：するか欠如ずみ；う）'I，諸利吉山政治

的次元における発f¥lti:変化させらりこれ「〉の志呉

は ~:fi\l I経；：守 dガ二えム円相呉：こ tf). 七た一；＇fl¥

:t際史的特殊刊に工 J ’て;;il~) lしらら iLりである i

(,', 7 I （仔町土引肝打）.「九千リ~IYJ特殊·I ＇！：，口、 守二！宗十t

七1見Iリ｜！一心1rjUl/:i;1: :J文句でふ三：、，＇；、 1・，‘二） ，，＿乙

ュが（:i;i；＇、Lnwr；分，－，士け経済 dガ ミムわれ わ--Jiに
特に大きな刀、誌を；！：， 、J_Ht Eい、；J ことはiii¥uで仏
/nJ' J〕主：J伎によれば政治的民uヒl主主主流改車内
／？？をにたラく f見定されているわであお〔

こじりi全 戸＇~乙 J 論文：土町 ハン ／JI i← 

起した労働ノIJ－ ~H古川変化，＇t:］主竹 t1\\:1&Yi古川i!iUJ必

要性，経済rnw－日／Viに広範に見ムれら It二I'ifu f:fi] 
・j¥ ,ec_・ i十itt,: 1,、上行 iてl どいう平均化志向との制＂ f十

びコ緊ι包ti、 ~L斉「＆｝えとな？〉／しでそれ灯、 I ：に lJi要i主

円増した l成長，＿＇） ；民的価値JIJ（／）江主汁旨摘し，

ここからイ，ii出~,'. Lる：i県闘として以 Fぴ）,;/';/,(; 

てU、.：.s0 

! 11 紅ifr／カ二ス、ムさー！邑発Mさせる二と～逆

方向つまりi硬直的な計両m令制度への公然とし／こ
あるいは間的正された復帰を阻止するごと

(2) 中下級経済桁薄liJ'1' (') [t:11理主i]<J被＇Ji'fを／,.i;(Yf皮

等の：［1:i兄日；，2,泌を高めど〉こと 二二 3 ん L、；kこの,1，＼、

iこJ j L、vて‘ （タトド］｛Iiの先1＂哉、外国旅行，外国語 ti',

版物の~cc弐 i士、 すでに趣味の充足でi主たく、 tl：辛子

であり宋来日吋定官ど i,:-＇て L、お！ 't 8 ' tr～ど左なL

山き 1；、たことιu、J Jてし、る：
13) 怪i斉をとりまく国際的諾条件お上び肯定的

ノ、ゾ /J I) --tJ'//r1V小10,1v、：uf'i

ふるいは汗定的な経済実態に｜認する情報をより広

：五五な勤労fif•凶と I世論に提供十ること。 「経済政策

の公lltl’！？円分野でわが党［土、過去10年間に大きな

前i止をなしとげたが，今後とも確実にこれを祐tilt

L なけれ（工t.ct, t,c L、し、

, 'I 9) （傍；，＇i、は引用r'D。

宅たそれは可能であわ i

(4) 対社会主義および対資本主義の経済関係の

もっとも社会主義諸問との協力は第i己j時的深｛ヒゥ

三長i’iワではあるが，「現在にせよ，将来にせよ『白

色的社会主義共同体Jといった幻想、には現実性が

ないド／Lllllど断ずる A J; r資本主義世界市場で、わ

JL；！ヲii；土， 数多くの国難と闘わなければならない

？ぃ、 それでもヤはりこjLに？年を向けることはでき

/( l;、のであ｝て、決然どして一一各人が，歯をくい

Li-fり、爪を立てて 競争力向とのために関わ

なければならなし、のだJ/1:11〕とコ 1ントしてし、石。

(5) U1l/iの統一およびこのための社会主義的民

七七義の推iili。ニリ）／！、i二－）し、てこ二三，，，シえはiづくの

三三〈述べている η

ifりをJ ：けの統＋I：のためにわれわれはMをなLべ

るだ〈らか。；私，1.{nf上り点空ず，多様性を公然、l'."N 1fi1 

化.＿＼： rlる三どおtが各々の論拠Eそれの影響の解印！と

をつき ｛＇，わせる三壬がわれわれにどぺ亡利益なのだと

ちえるの政治制！庄の中から現われてぞみ建投的思織の

均｛＇，，われわれl士、どれかが全て1L:Lく， f也i土：千て支や

か1でふろ土 Lιう立場から出発すろえF：にはゆかたヤn

もt，んん，どれも1Elかと三えtn、のは九然で点、る。

L「｝ミれにそそ上梓済に際！述する政治的立見交換を、見体

的諮11¥ilffifこll[Jして ！百深める必聴があるc なぜな人出

有化Lt：：＿ 主主にな•）たはJlb., :0• 見は，を？のみh迂H し

たJf~で表i売されてくるからである。結r.:iのとこ九三の

lilH医fi，経済政策の分野におL、ても討会主主ミ（内民主；：

主長女発展させることをわれわれに要求しているので

ある＇ J日i12, 

以上に紹介した二工 IL,シュ論文からわれわれ

は， lりti8"f-経済改革の実現に最大の功績を果たし

た論？？が，改革l(){F°の成果に確信を深め，経済改
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.'1';: (T) －・l討の前進とこれに歩調を合せた政治民主化

推進J）側に立ちつづけてし、るということを確認す

ることかできたc

2. ［ハンガリー経済改革の10年」

二工／レシコに続き，一千コーシコ・ナジュ・べー

ヲ （，；ラ同氏Hfilti十九Ii＇片山 Jの改革10年巨の総括を見

ることにしよう。上記表題の論文は，てコルシュ

論文‘と同隊、 『経済評論』誌の1978年 lJlむに掲

載されたものである J正l:J¥

この論文でヂコーシュは，まず［ 1968年の経済

改革を， 10年間の展望の中からわれわれはきわめ

て成功したイニシプティブとして見ることができ

る」＇.，114〆）と総括してνる。もちろん，経済改革には

時々の批判治hあった。これに論及しつつ被は以下

のごとく議論を展開している。

「1968年の経済改革は，一定の実践上の諸問題の発

生に関連して監1主-.'Ll生子些主宣之卒。批判は特に最初1
（！）諸年に強力であった1 これには，生産のダイナミズ

ムが過滝的にiJヨ主－＿，た二と，μ主産）市大要1-J:lの間にお

ける生涯1'1l:flのキII社的ワエイトが低下したこと，投

資分'llfiこ£ける経済のi品熟化主将iえることに成功しな

かったことが影響していた。だがこれらの不利な諸現

象を見て改革命に反対する志、見を述べた人びとは，多く

の要因を無視してL、jこ。今もっとも援要なもののみを

指摘するならば、，11経済改革は，原理的には1965＇￥（こそ

け入れられており‘その結果すでに1968i下以前にー

特に1967年には 国民経済は著L（ダイナミツクに

発展したこと， 121新経s斉管原告。度の導入と同時に週48

時間］労働市ljから44日寺山市jへの移行が開始されたこと，

(311967：年に育児助成が導入されたことがあげられる。

y｝；定週労働時間の短悩i土，生産能力の約10%の喪失

を意味L亡し、たのであぺて，これは労働生産性の改'fl;:

によってただ漸J佐的にのみ回復されえたのである。育

児助成i土，特に婦人労働を雇HJしてャるi樗工業におい

て労働力確保問題を尖鋭化Lたcなぜなら多くのんぅ：，

一時的休戦の可能性をわJff!したか「J であるη

だが1967～74年間にけする分析は，すでに明瞭に，

新経済作理i!vJI支の下できわめてポジ子 fブな諸変化が

展開Lえことを示した。年半ぬの経済成長テンポは，
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以前の時期にくんベロに見えて高まったL，労働生産

性は， i敏次経済成長のI可［：ーの源泉となった。また従長iご

常に問題となってし、た対資本主義国際収支の赤字は消

滅L，発！長はノミランスのとれた状態に移行L，若守二の

外貨準備の獲得iこも成功し，生活水準の向上も加速化

L，住民への商品供給は著しく改善され，そして商品

不足は減少するか若干の典型的な生産物に限定される

ようになった。したがってわれわれは，経済史のこの

世主主fンガリー経済の黄金時代と正当な理由と権利

をもって名付けることができるのである。」（出島（下線

の部分は版文による）

次いでチコーシュは， 1973年のオイルショック

に関連して持お上った論争を鮮明に要約してくれ

ーヲ

心。

［同際分業の諸条ft!:における基本的な，ハンガリー同

氏経涜にとって不利な，変化は，経済符理制度の-f!T-Jf価

を必要とした。こうした性格の意見交換の過程では，

勺然のことながら そしてこれはほとんど避けえな

＼.ものであるが一字極端な見解も出てくる。 （その中

には） ;;rn同経済は，それ自体で，国家が世界市場の不
平ljな影響を社会主義社会から切り離すことを可能にす

るものだといった志見もあった。これは経済的独立科

についての誤まった理解を示すものであって，防！らか

に不可能な断定である。社会主義計画経済は， i或家を
して世界市場の作用を規制された方法で，社会的利益

を考慮しつつ実現させることをI可能にするにすぎな

いの主た不利な諸影響を遅らせることも可能である。

だがくこの場合には〉それのデメリットも考慮する必

要があるのであって，経済政策の決定に際してはそれ

らを考慮、に入れなければならないのだ。

議論の中には，世界市場におけるわれわれにと η て

不利な状況の下では1968年経済改革で導入された新経

済符理制度は維持不可能だとする見解もあった。つま

り中央の義務的計画指標に基づく出家管理に復帰すべ

きだと考えた人びともいたのである。この見地を論駁

することはそう難しくなかった。なぜなら閑難が千f守主

L，これらの克服が，世界経済に生起する諸変化に対

する柔軟な適応によぺてのみ可能であるとするなら

ば，世界経済的衝撃への対応を強制するかわりに，首長j

！主的になくしてしまうようなメカニズムが，許可らの解

決も意味しえなし、ことは印]CJだかんである。結局1968

よ子経済改革のt昔、神に立って，これの基本的作業仮説の
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一溜徹底した適用によって， 1976～1980年聞の第5次

5カ年計画の諸目標を実現すべきだとする見解が支配

的なそれとして形成されたのである。グU6)

もちろん，第5次5カ年計画に関連する部分の

チコーシュの総括が必子しも妥当ではないといろ

ことは， Iにおける検言、Iからわれわれにはわか ＂）

ている。ここには反改革派との闘争に勝利した論

者の若干の有頂天ぶりが示されているとb、える。

だがいずれにせよ上に紹介したチコーシュの文章

からわれわれは，改革実施後，経済情勢の悪化の

たびに改革批判の芦が高まり，改革派にとっては

試練にこと欠かなかったこと，チコーシュがこう

した改革批判の流れの中でラニェルシ 1 と同隊ま

すます改革の正しさに確信を深めていったことは

知るこどができ石だろう。

ところでチコーシュは，改革の現段階をどう把

握しているのであろうか〉まずチゴーシュは，「経

済改革がその本来の目標および理念、から逸脱して

しまったjという反改革派とは逆の方向からの批

判tこ答える中で，彼の現状認識を時l（）がにしてし、

る。彼は次のごとく述べている。

「60年代には，改革のi下 ）~件に疑問1:rnt付せられた

ものであったが，今日では団家管理が実践的にはとっ

くの背に，改革によって指示された道からはずれてし

まったという疑問ポ提起されている。だがこの仮設は

ナイーグさによる志のである。なぜならIR管理制度と

新管理制度の相違はきわめて歴然としているからであ

る。すなわち一方では国家は国民経済計画の全指標体

系を機構制度に｛，わせて企業にまで分割L，経済運営，

諸過程の観察，実務的報告の全メカニズムをこれに適

応させているのに対し，他方では，国家は，中央計商

化システムの中で一一重要企業とのコンサルテーショ

ンにも依拠しつつ一一国民経済における計画的発展の

諸過程を定めはナるが，企業活動の評価を計画指令に

立脚せしめるということはしていないのである。

批判の正当性という点では，経済管理が元来想定さ

れた以上に一一そしておそらく必要以上に←一広範に

パンガりー経済改革10年の道程

直接的規制用具を適用しているとヤう批判の一正男性の

方が大きい。だがこれについては正しい意義づけが必

要である。すなわちここでは後退というよりは，むし

ろ期待された前進の立ち遅れが問題となっているのだ

ということである。

新しい規制システムを開始した当時，われわれは二三

つの事情を考慮に入れざるをえなかったg 第 1は，経

済の間接的規制は，発進した貨幣シ九テムを予定する

が，これの創出は単なる国家的決定で解決しうる問題

ではないという事清である。貿易に敏感な経済にあっ

ては，このためには大規模な社会的流動，経済均衡の

確保，輸出余力が必要なのである。われわれはとの能

力をまさに新経済管理システムの利用を通じて漸次獲

得したいと願ったのである。第2に，われわれには，

社会主義経済の計画的競制が，直接的手段の利用なし

には不可能だということは明白であった。なぜなら複

合的な国民経済計画が社会自晴利害を具体化する場合

には，資金的政策手段だけではその実現にとって不充

分なような日係設定も行なわれるからである。しかし

治時われわれは，非資金的手段が，ほとんどザクロ的

構造の再編成過程における計画性確保のためにのみ必

要となるだろうと考えていた。JC出わ

以上のごとくチコーシュは，現在の経済管理制

度を基本的には改革原則に沿ったものとして把握

する一方当初の改革が過渡的性格のものであった

という点も強調している。だがチコーシュによれ

ば，この過渡的性務は，改革派が予想した以上に

克服するに困難なものであった。この点を彼は次

のごとく古吾っている。

「新規制システムへのスムーズな移行のために，メ

カニズムの中には原則上正当である以上に広範な直

接的規制用兵ボピルトインされることとなった。われ

われは，メカニズム内に組み込まれた直接的手段の一

部についてはーーその範囲を正確に定めることなしに

←ーそれらをブレーキとみなしていた。その際われわれ

は，数年間の過渡期をすぎれば〈場台によっては70年代

初頭にでも〉いずれこれらをメカニズムから取りはず

すこともで三きょうと考えていたのである。ととろがこ

包藍塾主実践上実現することにわれわれは失敗した。

古くから存在するいくつかの間題点は，予想以上に頑

強であることが明らかとなり，それらを克服するには

43 
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ii~ 初（二予定 Lf二円、「にl.c＇，、ii寺11:Jが必要となず〉ているの
寸私心ゎこれとなんんで新たな11¥JIJも廷外ーしてきた

これ r＇の年？！υこ；:ttirn,11Jλ ァムのL:'zkが必要とな
片山ずあ心が町 これ「3のじ＇Z:11:：；土 v 大：十‘がn・uをがJI:ょi対：！lll
TT之cl/'z iii t,, 1，；，－，，大さtr己ごとにtr-'｝てl:t Iためてあ
らーごろ L,!: ii 1 新f千i斉：i1：βI＇，ステムの行動能力を

すIU＇付ーうこととヮ辻本 l下JI!;(t'll; <7）実引を制限することとが

午H-rの仕方て l,i]li~fに准 fJするどいう事態；こ tな

んとので l杭 7,, ド18'

かくと千ゴー乙ュによJL,f, 今後〈／〕課題は1111時

でよト）心。それは哩経済規制システム :i）「此苦iJヌ

外にはありえなし、。「現点、1981～85年間をカヴ r

一寸ゐ第 fi）欠5カ年汁UI引率：IJ:',,n作成がilliめられて

L、之〉コ これに間連してメカ二二ズ、ム『改苦lのfill題

か新たに！込｜心ゾ）前面に／l'iてきてし、る。 ,I 'I；ニズム

ぴ）［＇（（j寺iこぜん、て日るのが l':if'."i .~であるかは，Lif.¥ 

でわら r ／；ぜt.,（） 経済改革ゎ基本：u;Ut1J の正し~： t

守二日1EずみJニからで点、る。 この,i＼はこ＂J1)1j 1ハノ、ンー：1/
iJ一社会主筏労働古一党大i，で j,行作品されている。
したがって主さにこの原則にf，と J i z¥, ;I. fJ二二寸、

ムの各要五？？適時実践的要求に応じペ－）変更し発

M.＂せらごとカ 4必要なのだJCil19,. 

3, 一わが国経済管理制度についての諸考察 i

最後にj見（r ノリガリ－－ 11~v：銀行の総花であらーァ

マ－，c・ソ－ rャーシー！の11.z；庄内見解を紹介 i

ザ、－ ).・ i... 1 r－， 、iI cりj
ペノ））」 '・ ' －‘ 〉

U，粁済改：q＼｝（）年川
J 、ア1、，、、『 iぜらJコ

三内論文のr/Iでティマーr,,

I 1) 中央！？十｜削除聞の活動を主要なれ：会的提済的

諸関係に集中す石ーかで，部分的諸問題にtY1すふ

決定を分比化しこ,jLC，を設も＇l'l'＇情によく通じて L

る経常諸単（すにH：せた結果，中央υif・ji11j{ヒの効J字以

向上L‘心、っ｛i');fvi人的能力をi,f,'件fヒL」lfilij{i弓う

に組み込仁、土とができた。

i2' 「＂十両／，！］ I）当てJ制度の十では現物指校
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(l'J'iこ総生産fわが支配的であり，企業利害も生産

在ri指標の逆行に結びつけられていたが， 二il)t：乙lh

企業t：に過小生産計阿の作成， 生産余力の退蔵を

,011司しう 生産~；十f甘ii(!) i主成を資材の浪費iこ上 1 てや

りやすくし工うと L／この ;Jcた需要が計四lどおりに

形成されなくを土企業はこれに反応せず，

庫が著しかったη

不良子F

これに対し間接的管理制度の下で企業は． u了／：

的権限金獲得L，経常活動を国民経済と自己経’id;’

の丙ibにとって最も右手I］な工ろに展開しえるよろ

LこIL’，T亡只

(3) 車fi'l'l；理制度の干でラ II i制度の下ではほ土ん

どi丹、在化し、 そのためにむしんきわめて有害でず

らあ／〉た利害対立を表面化させ；~ことに成功し

fこ＂

(4) 価格体系の改革上って費用関係がかなり正

隊に見通せる上うになった。 Lかしこの／（でのがi

jfuはあまりにも緩慢であり矛盾を含んだホのとな

ある企［手lj潤格差はきわめて多くの場fト,_ 
•) I〕。

業の生産物内主力がどの価格形態打、21〕に属してお

i人生産物構成をどの程度内向価格ゲループの方

に変化させうるかによって決定された。 これはお日

格の誘導的役割を弱め， 多くの場合正当にも効二十：

を反映する指標としての利潤に対する不信をひき

起したJCi'.2むのである。手I］／問の効率表現機能は，主

た被雑なi：司家補助と国家納入の存在：i、こよっても一卜

分な展l~tl を妨げられたc

(5) 物質的刺激の詰形態、が展開した。 fこだしこ

び）；＼でι発展は矛応を合んどものであった。たと
えば賃金規制の主要形態であョ3た平均賃金規制法

は，11・画的なj段目力形成には寄与したが， その副作

月］として低賃金労働者の過剰雇用現象企ひさむこ

した。労働に応じた賃金格差の形成も不卜分であ

-~- ／〉／ーυ
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(6) 新経済管理制度の下での投資財源形成シス

十ムもよく機能した。自己財源つまり発展アオン

ドの形成j子式l土台理化，効率向上，予稿力の発見，

選択的拡大に賞献した。しかしながら不採算部門

の縮小，後退は進展せず，労働力移動は困難にぶ

, Jかっfこ。 このため不当に長期にわたる補助金治

付が一般化した。

一方流動ブオンドの発展フォンドによるファイ

十ンスは有効であった。（fl民所得にしめ 6在庫i曽

の割合は，己主京合f）の半分に低下した。

(7) 生産と商品流通がより接近した。大企業の

多くが自立的な輸出権を獲得したほか，市場での

l直接販売fこより企業の投荘、

並な作用が実現された。

阪宅方針に対する有

吃がこの分野にtいcl:J仁三

問題が残されており，特に中小企業の輸出市場と

の関係が弱体である。

(8) 輸入配給制度の廃止、為；，＋レート土ケレジ

ットの役割強化により企業の自己規制が強まった

ほか，輸入に伴う官僚主義が減少した。こうして

無駄な輸入品在存在の累積が阻止された。

(9) 生産財卸売商業の噂入は仔益であ.'tム l汗

によっては競争も現われてきている。

(10) 新経済管理制度は，農業生産協同組合にお

いて特に顕著な成果をあItI乞。 jにだし協同組台問

ハ所得格差ιI J然的条件aでは，なしに労働効率の
格差にリンクさせることにはいまだ成功していな

l、
‘。

上に列挙Lた改革の成果に付するコメシ トにも

表われているがティマールは，改革が依然として

不徹底であるという点に強い不満を抱いている。

伎は次の主うに述べているc

『改革が多〈グ〕妥協的解決をfすんでいたとレう，＇.＇，（を

指摘しなければならない。改革の完全な展開を妨げて

し、る妥協は主として格差拡大に対する嫌悪に帰着させ

ハンガリー経済改 •ll:10年の道程

ることができるが，それらはまたこの分野に存在する

見解の相違を反映してし、る。J（注23¥

子 fマーノレが妥協と考えているものは以下の点

に櫨めることができる。

(1) 

カ込、

生産者価格体系と消費者価格体系の修正

出発時点の状態をあまりにも尊重ーした援慢な

ものであること。先にも示唆したがティマー／しに

よれば，生産者価格，貿易価格，消費者価格のい

ずれの分野においても広範に価格補助と国庫納入

の諸手段が適用されており，そのために真の価航・

費用関係におおいがかけられてしまったとされて

いる。 したがって工業，建設業の生産者価格水準

ι 社会的純所得cmiと国家補助の同時的削減を
通ヒて引き下げるべきであるとする。また消費者

価格補助を大幅に引き下げ，消費者価格によって

生産コストと社会的純所得が充分に保証されるよ

うに－，J－ること， 要するに消費者｛rtli格の大幅な引き

i二ifが必要であみとしている。 －）；三れの生活水

準に及ぼす否定的影響については，賃金・社会的

給付政策の総合的適用によって解決さるべきであ

るというのがテ fマールの考えである。

[2) 賃金シスサムが完全雇用の旅保とヤう大義

名分の下に，労働力の節約と適切な賃金格差の形

成を妨げていること。彼によれば， 車用者数の減

少にけずる恐怖は過剰であった。それどころか今

や労働力不足の方が深刻なのであるからこの面で

の新しい解決が求められなければならないとされ

ハ刷、、

(3) 

こと。

(4) 

千三採算部ド！！の整理が， きわめて緩慢である

企業と指導諸機関のいずれにおいても組織

形態の合理化に子がつけられなかったこと。特に

経済改革の数年前に実施された企業集中によって

トラスト，大規模企業等の大規模な経営単位が形

4ラ
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成されたが， TィマーJレによれば4れらのうちに

はトラスト内企業，大規模企業内工場単位レベル

の門主的経営の可能性を狭めているものが多いと

されている。中央指導諸機関のレベルにおいても

多くの業務分野の重海ti：：が見られるという。

ティマーJレの考えでは以上に述べた不徹底性の

克服が今千訟の課題とたるが，その具体的紹介は繰

りかえし仁なるから不必要であろう。最後に経済

改革の基本理念をめぐる複雑な論争過程をティマ

-1，がどう総析しているのかを見ておこう仁

「経済管理制度の全体については，過去10年聞に別

の構想が出現するというととはなかった。しかしなが

ら，'1い固定観念は，先に述べたごとき残存物や批判的

意見の中に，さらには個々の分野に慣例以上に大きな

問題や予想外の問題が生じた際に直接的でオペレーシ

ヨ十Jレなfi1ftc要求する－，！；が不当に強まった；.＇，（に発現

していた。もっともこれらの干渉の大部分は，期待ど

おりの成果をもたらさなかったのであって，管混制度

企／j;:に適合Lた諸手段による解決世、発見の努力こそが

必要なのだというととは〈このことによっても示されて

いるといえるだろう。

新経務管理制度の将来つまり f第2段階』の間懇に

ついても論争があった。 ζの第2段階においては似li格

体系を一般的婆請に応じた方向で発展させることがま

ず第1に必要だった警である。しかLながら 透中

で発生した内外の事情に上り一一一全体としてはとれま

でのところこれは実現されえなかった。それどころか

70年代初頭にl土，価格の『硬直化』を促進するよりな

見解すら強七七一｝たのである。もち人ん，これ人の勧告

は実施されなかった。なぜならそんなととになれば，

終済管理も碩由化したととであろ弓し宅企業の白立牲

とfニシγ 子 fプ，正しし、資源配分ー物質的刺殺等の

原則さえも放棄しなければならなかったであろうか

れにJ1注24)

ニェルシュ，チコーシュ，ティマールの改革派

指導者の改革10年目の総指から11)!r－）かとたった諸

点を整理するならば以下のごとくなろう。

まず第lに経済改革が基本的にはその有効性を

46 

実証し政治経済指導者層および経務専門家の聞で

の多数派形成に成功したということである。もち

ろん改革実施設10年の間には，個々のーーもっと

もきわめて深刻であったが一一問題に関連し反改

革派の発言力が強まった時期も存在したが，反改

革派は，一度として経済改革の基本原理に対置し

うる有効な構想、を示しえなかった。反改革派がな

しえたのはたかだか改革の個々の側面を攻撃しそ

れを通じて改革の骨抜きを試みる程度であった。

第 2に経済改革が，政治生活の合理化と民主化

の推進に大きな役割を果たしたということであ

る。この点での最大の成果は，経済政策決定過程

の公開性が浸関したことであろう。政治は，超越

的な権威的決定を下す場としての性格を弱め対立

する諸利害を率直な討論を通じて調整する場とし

ての性格を強めたのである。

第3に，彼らがいずれも経済改革はいまだ多く

の不徹底性を残しており，今後一層の前進が必要

であるとの認識をもゥていることである。不徹底

性の多くは，改革当初jから台覚されていたもので

あったが，その後の世界市場における外的経済環

境の激変＝悪化E労働力不足の探索I］化により今日

ではその克服は‘層焦眉の課題となている。

（注 1) Nyers Rezs6, Gazdasdg es politika ka-

pcsolata a szocialista epitesben, Kl>zgazclasagi Sze 

mle, 1978, januar, 27-32. old. 

（注2) Ugyanott, 28. old. 

(i七：1) Ugyanott, 29. old 

(It 4) Ugyanott, 29-30. old. 

Cit・5〕 Ugyanott,28-29. old. 

(I七Ii) Ugyanott、29.old. 

(il: 7) Ugyanott, 29. old. 

(It 8〕 Ugyanott,31. old. 

（注9) Ugyanott, 31. old 

〈注JO) Ugyanott, :n. old. 

（注11) Ugyanott, 31. old. 

（注12) Ugyanott, 32目 old.
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(ti 13） じsik()s-I¥agy B告la, Tizh•es a 川 agya1・

月・azdasdgi 1ザarm, K凸zgaz<lasagi Szemle, 1978, 

januar, 10 -15. old‘ 二戸前1主＇ I'J•. ,.I：点、『示正；ti'；，ド高；，』

C 1978 ＇＜！時 n~；） 1・1":IWJJL十J/;'J; 1'{ ｝；学的政校ぴ）rilてをIV;

~f. されて、、もこに 1._mirr, rーで；' ' t r、c
( d 14) l:の・anott,11. old. 

(t115) ligyanott, 1コ.old. 
(1116) 1；日トmotl‘13.ol,l

(,117) ligyanott, H. old 

Ci I 18) Ugyanolt, 15. old. 

(d l'l) l：日yanott,15. old 
( ii 20) 'l、imar 1¥1atyas, Gοlldolatok ga江las,igir

lll/_¥'lt心f rcndszcriinkri>l, Kozgazdasagi Szemlc, 

l何7戸3 日ピptemher,1m5. 1033.。Id
(; L 21) 将済，＇.i・'t',. 戸 Lt, 't11（物しJ十I：怖に町、じこIJ;I；ι
/1fli十日， I'. I以前Iih・,, 1・1 ildrlli伯、パif四十件If;態わ，J干人 Fj l / 。

(d 22) Timar, Ugyanott, 1027. old. 

「Li2:-l) Uのanott,1929. old. 

( ii 24) lJ gyanott, 1030.。Id

-IJ 

一一今後の課題

IIでの検討を通じわれわれは， ハンガリー

（／）経済改革が第2段階に到達したことを知った。

第2段階の某本的課題は， 言うまでもな〈不徹底

性の克服であり改革理念の徹底で、ある。かくて現

在パン力、リーでは，経済管理の機構的問題をも合

め経済改革の直面する諸問題に関して様々な提三

が行なわれている。したがって本来な「〉ば本稿は，

これら提言の紹介，検討をもって締めくくられる

べきであろうと しかしながら紙数の関係もあり，

この課題は日IJ,li~j に，i表らさるをえな ν。そこでここ

でl上当面する諸問題を列挙するにとどめたL、。ノ、

:., ifリー経済が解決をjむられてし、る基本的経済謀

題は次の 4li、で、あゐコ

Ill 

12! 

産業構造の再編成（凶変化，lo

労働）J利用の合理化ω

(3) 

(4) 

、ンカリー経済改革10,1°v;juf,'

効果的な投資活動規制方法の開発。

対外収支の改善， i量際競争力の強化。

この間つの課題は本質的にはただ一つの課題－) 

まり経済効率向上の課題として把握することがで

きる。 したがってこれらは相互に密接な関連を有

している。すなわち産業構造の再編成は，具r体的

には労働節約，省資源を軸とする高収益部門の選

択的拡大，低収益不採算部門の縮小整理でなけれ

ばならないが，これは深刻な労働力不足の下にあ

ソては労働力の高収益部門への移動と結合しなけ

れば実現不可能であるし，産業再編成特に輸出構

造合理化の実現によってのみ国際競争力の向上，

対外収支の改善も長期的lこ可能となる。また産業

構造の高度化のためには，慢性的な膨張過熱傾向

士有する投資活動の総長および合理的一一経済性

原理にの，，とった一一部門間配分の規制が不可欠

であるというわけである。無論， 各課題は独自の

性格をも有しているのであって，たとえば労働力

利用の合理化は，産業構造の再編成とは別個に，

既存部門での労働節約の強力な推進を必要とし

ているし，投資規制についても，設計・工期の短

縮，投資コストの削減という独自の課題領域を有

してL、る。 さらに輸出産業部門のコスト低減によ

. ）て独自に函際競争力の強化が凶られなければな

らないだろう。

ところで上記四つの基本的経済課題の解決は一

連の経済政策を要求している。ロ下焦眉の政策的

課題とされているのは以下の諸点である。

(1) f，理的俗l格体系の形成。 i立界市場における

仙l格関係によりいっそう接近した園内価格体系制

成の必要が叫ばれている。すなわちこれをテコと

して高収益部門と低収益・不採算部門の色分けを

明確にし産業構造の合理化に貢献させなければな

らないとされている。 まfここうすることによって
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！日収益；）i;fi'jpの利問形成を抑lMすることもi1J能と

！仁iJ‘二れらの；郊円での投資i孟動；ニプレーキをか

けること 1,11J能とノヱる「

;'l-理作Ji向背宥価格体系円形成に上りtlltU主l¥I円

台理化も促進されるであろう〔

12) 村111力会制度の再点検υ 王克行じり補助金制度は

きわ点て惚雑であ〆 l l二生夜物何本来の5長府関係

全Ii到来なものにしてL、るつねii梼の生産；二対すみ訴

導的役；1f1JAごう色めるには、 二7した」ドfn11格的十illll7J/,J7

を整理しなければならなL、。日肢の理由で浪費有

価格補助制度の洗いI）’LLι必要ーである。不、与［こ仁e
1tl'i江消費者間格補助に上 I)今ヤ＼i'iW/J{II!格水準It

生産者価格水準よりも低くなっといる。これはf「

守r:rユ家財政にl立［［を加えているばかりでなく、始、

lぬ相川今）び）差異c/Jためにfor翌日的m1;.:出造のlf;ri見

を著るしく妨げてし、るc

(3) 賃金システムのどt2} 現1F.／士、作産業f:IWJ

の特殊性合考慮 LじLI♂〉山首会財源規制方法 cHit! 

(i1J （干上＇J)貸金水準足首jlト相対1r11.1 {,i :vt ;1良川；［川、絶けi'l'J

¥S企水準十r:!HIJ,t色t村＇.Jf¥:(r,Jt右民主1/:l,{j）が；n主in／，れてい

る7)＇，ヲ；（耐 JJ i'il] lJcitjJJ ｝［~ぴ）：人き L 、 11企；主的対l:!;IJ の ili宮

1IJ 分~！f をや):J：＿ 寸 .;S 必＇｝；（fit/Ill↓'1 !, lていゐ 守、／三経

it内cf）賃金決定Lス子ム句手l]j何分配ンス「ムにむ

し、てt各人υ〕’支出＇二応じた格 j$＿の拡大が志向され

J ノJ I ，~＞ ゐ I Jこにしこれトこ〈と F Jζ子、平I］となる人ひと

にJ八、て（士、社会保障の拡充に tる補償がjすえら

れてし、るr

14) J生資iすdiJ<n強化ら拙々の投資iこ対すふ効民

｜’11な選見IJHV11!：の形成＇こはこれて主で成功して νt.:

1いι したが 1てこれは今後と ι1Dt11；これ1奈される

ことにはふ j んうハしカ‘し たとえば←Lハース・ア

ーゲーム lJuhasz 1¥dam I ：土，りIJC'l ttl点71'f', -）士、）

理：業部門c11ihll'.1YJ拡大・縮，J、｛足iif：のウ：j日かじ？？くの

上うた提己を行k pている U j-tょ1パパーベ亡の｛iて
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立を，①育成すべき企業（業種），②i君、在的には育

成す→ベき企業（業穏〕，③現状維持企業（業種），

④業種転換または縮小整理すべき企業（業種〕の

pqぺのカテゴリーにランク分けし唱第 Iカ子ゴリ

ーの企業には優先的に融資を行なうがラ第IVカテ

ゴリーの{r業からはi自こ既形成分の発展フォンド

の大:'n；分をともi,Juli.トニ収納するような方訟を取って

はどう均、と述べてし、る。

15¥ 中央経済管理機構の再編成。＞：＿ JL(i¥; 、支／こ

g体化されたものではないが，問題意識として部

門別経済／6'：＞ステムが問題とされはじめてレる。

現行の部門別経済省システムは，部門中心主義を

う〈みIllして才よりし、；tだにこilの克服tこfl立ユ｝）してL、

仕い。しかし三のrrn門中心主義は，［-ii.JR経済全体
内祝，（dニ，＇［，） ！こi'f:t憐filの再編成を進める上で大

きなド平吉になってし、るのであるの

中央経済管用機構とは若干性格が異なるが， ト

ラスト，大i立F,＼企業の洗Lパ紅しも進められてL、る。

すなわ人これ「，（J, ,'rースによザ pては独占化（頃［i',J

を3主め説＂； ti原、売担を事JiわてL、るからである。

(61 T）坊民主主義の推進。勤労者の経営参加の

強化がj掠りかえ L強調されているのこれは単に民

主主義の強化という J 般原理の要求という観点か

らのみでなく，その効率，生産性向上効果に対す

る期待からも必要と考えムれている（之とえば操業

方法のt"ri売のための大衆的1ft案運動の推逃亡す）ゎ点 r，と

も？在者の見るところでは，これに関連した議論の

多くは専門家たちの過剰期待を反映した性格のι
の刀・多くその現実的有効性ーには A定の疑念がない

とはレえないじ事実「経営者ー！長iの間iこは，か／仁

I）の疑問が見い出されるJ

この他まだ多くの政策（V:il'It-c~－や構恕の発表がな

され亡U、らがその検討はりlj稿にゆずることとしfこ

、～、
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経済改革の第2段階を見るに当って特に考慮に

値する一つの事情を：指摘しておきたい。それは人

びとの問で経済改革がし、まや s つの実務的現実と

して把握主れていると L、うことであるつこれは年毛

済改革の今後にと＿；-c有利な事情であるコ 1968年

の経済改革は，ある待の「革命！とし亡人びとに

きわめて大き／な夢を与えていよ二c だがこれは他面

から見るならば過大な期待をももたらしていた。

したがって経済改草によっても解決さえない諸問

題が発生し幻想がさめるやかなり広範聞に改革に

対する反動をひきおこしたのである。だが改革後

10与を経て人びとは，経済改革が問題解決の即効

薬ではなL、と，，、うことを理解したといえる。これ

ハンガリー経済改革10-:rーの道程

はたとえ今後困難な経済情勢が生じても70年代初

頭におけるほどの動揺は引き起こさないであろう

という予測を可能にする。さらに経済指導者達の

新しい経済管理制度の下での経済運営能力は確実

に高まっている。したがって新たな経済困難に直

面しても，最初の10年間よりは巧みに乗り越える

ことができるだろう。現在の経済情勢が70年代初

頭のそれに比して必ずしも恵まれていなし、にもか

かわらず，議論の方向が，改革それ白体の是非に

ではなく，経済規制システムの改苦の方策に向け

られているという現状は筆者のこの推測を裏付け

るものであろう。

（アジア経済研究所調企研究市）
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